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間近 にな った21世 紀

㈲エネルギー総合工学研究所 理事長 山 本 寛

久 し振 りに巻頭言 を書 くことにな りましたので,い ままで私共の季報のために巻

頭言 をご執筆 くだ さいま した方々にこの機会 を借 りて厚 くお礼 を申しあげたい と思

い ます。巻頭言は短文 なので長文 よりはかえってご執筆 にご迷惑 をおかけ したこ と

か とお もいます。

これか らのわが国のエネルギー政策 につ きましては,現 在通産省総合エネルギー

調査会で長期 エネルギー需給見通 しの改定作業 をしてお られ ますが,21世 紀 をひか

えてのエネル ギー問題 は正に混迷の時代に入って きました。過去の石炭 か ら石油へ

の転換,石 油危機 の到来 当時 と比べ て,供 給 において頼 るべ きエネル ギー の種別や

エネルギー消費抑制の方策 について 巾広 く検討 しなければな りませ んが,こ の内容

が,既 存エネル ギー源それぞれに各々困難な制約条件が現れて きました し,ま たこ

れか ら開発 を進め る各種 の新エネルギー源につ きまして もそれぞれに期待 がよせ ら

れてはいますが,利 用可能資源量,コ ス ト,技 術開発 の可能性 も含め た導入可能時

期 など,ま た本 当にエネルギー源 として期待 で きるのか どうか もまだ判然 としない

もの もあ りますので,計 画立案者はさぞ苦労 してお られることとお もいます。

しか し未来エネルギー源 として現在開発 中の各種の小エネルギー源 の中のい くつ

かはその うちには実用にいた り分散型エネル ギー源 として身近 になるもの もあ りそ

うです し,ま た電力につ きましては大型集 中発電方式につ いて も一部考 え方の修正

が なされ る時代が来 るか もしれ ません。

エネルギー問題は国によってそれぞれ異な りますか ら,他 国のことは参考 になら

ないもの もあ りますが,フ ランスも設備産業であ る原子力の坊重が とびぬけて高い

が為に,今 後に原子力産業にいろいろな問題 もでて くるのではなか ろうか とい う見

方 をしている人 もあ ります。

私共の研究所 は決 して大 き くはあ りませ んが,エ ネルギー供給,利 用 の両面か ら

この混迷す る時代に少 しでもお役 に立つべ く努力 をしてお りますので,な お一層の

ご支援,ご 鞭達 を戴 きたい と思 うしだいであ ります。(や まもと ゆたか)
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高速増殖炉新技術 ブイージビリティ調査

に関す る調査検討の概要

藤 井 外 志 雄

1.は じ め に

近年の電力需要 をみると,国 民生活の多様

化等を反映してある程度の高い伸びが予想 さ

れているが,原 子力開発についてはいろいろ

の原子力 を巡る諸情勢か ら開発の推進が厳 し

い状況にある。このような状況の中でも,地

球環境問題の対応に見 られるように,長 期的

には原子力発電によるエネルギー確保が主軸

になってい くものと期待されている。その中

で も,高 速増殖炉(FBR)は エネルギー資

源の有効活用,エ ネルギーセキュ リティ確保

の観点から,我 が国の長期的な原子力エネル

ギー利用の基本路線の中に高 く位置付けられ

ている。

我が国のFBR開 発に関 しては,現 在原型

炉 「もん じゅ」が1992年 の臨界を目指 して建

設過程 にあ り,そ れに引 き続 く実証炉は トッ

プエン トリー方式ループ型 を対象 として 「予

備的概念設計研究」を行い,炉 型の成立性研

究が進められることとなった。実証炉の建設,

運転主体は 日本原子力発電(株)が 担当す る

こととなっている。

また,昭 和63年8月 に原子力委員会高速増

殖炉開発計画専 門部会 基礎調査分科会か ら

「高速増殖炉研究開発の進め方」が出され,

今後のFBR開 発の向こう10年程度の聞に実

施すべ き研究開発の方向,研 究開発をすべ き

課題等が示 された。

FBR原 型炉「もんじゅ」,実 証炉に続 く実

用炉の導入時期が2030年 頃の時期 になるであ

ろうとの見通 しがなされ,こ の実用炉が軽水

炉 と同等以上の安全性,信 頼性 を確保 し,経

済性を確立してい くためには,技 術開発 を着

実に進めてお く必要がある。

2.調 査検討の概要

本FBR新 技術 フィー ジビリティ調査 は,

通産省資源エネルギー庁原子力発電課が 「発

電用新型炉等開発調査(高 速増殖炉利用シス

テムに関す るもの)」の一環 として実施 してい

るものであ り,FBRの 実用化に向けて経済

性,安 全性及び信頼性確立のために大 きなブ

レークスルーをもたらす可能性があ り,開 発

リスクの高い技術について,そ の実現の可能

性 についての調査検討 を実施す るものであ

る。従って,電 気事業者が中心になって行わ

れている実証段階以降のプラン トの設計,建

設及び運転に必要 な研究開発 とはその点で内

容が違 った形で位置付けられる。この調査検

討の方向 としては,実 用化段階のFBRは 軽

水炉 と競合できることが必要であり,安全性,

経済性追求の方策 としてのプラン ト合理化,

機器の最適設計及び保守性 ・運転性の改善等
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の観点からの基盤的な新技術のフィージビリ

ティ調査 を行い,そ の成立性の有無を見通 し

てい くもの としている。(財)エ ネルギー総合

工学研究所 は通産省資源エネルギー庁原子力

発電課からこの技術開発のための調査検討 を

受託 し,3年 間にわたって調査検討を実施 し

て成果をまとめた。

調査検討 を行 った各革新技術は,シ ステム

概念に関す る新技術 と基盤技術に関す る新技

術の大きく2つ に分類 し,そ れぞれの中に5

種類の小さなテーマ を選定 して合計10種 類の

ものを検討 した。これらの革新技術について

は,FBR実 用化 を目指 して炉心特性,安 全

特性及び経済性に関するもの等種々の分野に

わたって各研究機関にて研究開発が行われて

いる。ここでは,そ の中から重点的に検討す

べ き要素 を摘出し,そ れ らに関する調査検討

を実施す ることとした。 また,検 討にあたっ

ては,各 基盤技術が新 しいシステム概念の中

にどのように位置付け られていくのかを考え

ていく必要があるとしてシステム概念の新技

術 と関連 を付けている。10種 類の各革新技術

は次の通 りであ り,そ れぞれの革新技術の調

査検討範囲,プ ラン トとの関連及び実施内容

をを図1に 示す。

(1)シ ステム概念に関す る新技術

①2次 系削除プラン トの調査検討

(ヘ リカルコイル十フルー ドヘ ッ ド型二

重管蒸気発生器に係わる検討)

② ラッパ管削除型炉心の開発

③FBR高 温高効率 システムの開発

④小型モジュラ型FBRの 日本への適用性

に関する調査検討(PRISMに 係 わる検

討)

⑤小型モジュラ型FBRの 日本への適用性

に関する調査検討(SAFRに 係わる検討)

(2)基 盤技術 に関する新技術

① ポンプーIHX合 体型機器の開発

② ヒー トパイプのFBRへ の適用に関す る

検討

③ナ トリウム浸漬型無冷却電磁ポンプの開発

④FBR用 運転管理,ISI等 に関す る新

技術の開発

(燃料交換機事前故障検知 システムの開

発)

⑤2次 系削除プラン トの調査検討

(液相拡散接合法に関する検討)

なお,シ ステム概念に関す る新技術の調査

検討の中で,「小型モジュラ型FBRの 日本へ

の適用性に関する調査検討」は当初米国で小

型モジュラ炉の概念がPRISM(GE社 提案)

とSAFR(ロ ックウエル社提案)の2つ の もの

が平行 して開発されていたが,日 本の事情,

環境等 を取 り込んで考えた場合,ど のような

小型モジュラ炉が相応 しいのか,解 決すべ き

課題に何があるのかを見通す必要があったこ

とか らこれらの両概念を参考に しながら総合

させ た形でまとめた。

また,「液相拡散接合法に関する検討」につ

いては,調 査検討 を進め る過程では基盤技術

の範疇に入れて検討 したが,検 討の内容が シ

ステム概念にある 「2次系削除プ ラン トの調

査検討」で検討 されている二重管SGの 溶接

法の開発であるため,ま とめにあたってはこ

の調査検討項 目との比較評価 を行 った。

また,各 新技術の調査検討は委貝会方式に

よりフィージビリティの見通 しの評価及び検

討 を行い,具体的な調査検討は㈱ 日立製作所,

三菱重工業㈱,㈱ 東芝,川 崎重工業㈱,富 士

電機㈱及び住友金属工業㈱の各6社 が担当し
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・ヒートパィブ成 立 性 検 討

π 爾 燃 欝 濃 施、評価
・シ ス テ ム化 検 討

ヒー トパイプのFBRへ の適合性検討

厩 交鱒 欄 脚 ステ。の検討
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2次 系削除プ ラン トの調査検討

(ヘリカルコ伽 フ)レトヘット型二重管SGの 検討)

L__一
・事前故障検知システム榎念の検討

・故障検知基礎試験 の実施、評価

・システム適用性評価

(保 守頻度、立往生抵滅)

・二重管の管一管溶接法の検討

・伝熱管 一胴貫通部構造の検討

・二重管SG概 念の検討

・2次 系削除システムse適用性検討

1次主冷却系

小型モジュラ型FBRの 日本における適合性検討

2次主冷却系

PRISMを 参考にした検討

SAFRを 参考にした検討

ラッパ管削除型炉心の開発

水/蒸 気.、

DRCS

・ラッA管 削陰型燃料集合体ρ心に

関す る炉心特性、構造概念、

炉心構成擬 念の検討

・炉心構造のための評価試験の実施

(ハイドロリ,クホ鴫凹ウンカ、圧 掴評価)

液相拡散接合法に関する検討

格納施設

`液 相拡散接合法 による二■管

接合 の検討

・接合強度の検討

・非破壊検査技衛の検討

ilkl

・ 日 への 合姓 のための課厘の検討

1次 主循環' ンプ
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原子炉容器
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発生器

圃有の安全性の検討
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LPTLPT LPT G

妻
↑
)
掌

脱気器

復水器
セ

給水加熱雛給水ポンプ
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ナトリウム浸漬型無冷却電磁ポンプの開発 FBR高 温高効率システムの開発

ll次主冷却系!

図

・主循環電磁 ポンプの機念検討

・供賦ポ ンプ(1ゴ ノ●i■〉 による

ナトリウム流動試験の実施、評価

(温 度特 性、電気特性)

療子炉容器

12次主冷却系1

1次 主循環 ポンプ

中問熱交換器

環
プ

循主

ン
偏
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蒸気発生器

・高議喬麺皐ヒー}虞ランスの検欝

(1次)(2次)(蒸 気系)

:1:;-540℃盤]
・高温高効寧システムの炉心設計検討

ポンプーIHX合 体型機器の開発
●合体 型機器の観造概念検討

図1高 速増殖 炉 利用 システ ム と開発調査 概要

(新技術 フ ィー ジ ビ リティ調査 に 関す るもの)

合体 によ る影響評価

一振動特性試験 の

一擬酌解析



表1FBR新 技術 フ ィー ジ ビ リテ ィ調査 検討 スケ ジュー ル

新技術調査項目 検討内容 昭和62年度 昭和63年度 平成元年度

2次 系 削除プラントの調

査検討

(ヘリカル+フルードヘッド型二

重管SGに 係 る検討)

1.基 本概念の検討

2.管 、フルードヘッド構

造の検討

3.評価

ラッパ管削除型炉心
の開発

1.導 入効果の検討

2.炉 心 特性の検討

3.水 流動試験

4.HHD力 の評価

FBR高 温高効率シ
ステムの開発

1.ヒートバランスの検討

2.炉 心 設計

3.機 器 設計

4.評 価

小型モジュラ型FBRの 日

本への適合 性に関す

る検討

(PRIS嫉、SAFR)

1.設計例の調査

2.安全特性の検討

3.経済性の検討

4日 本への適用性

評価

ポンプーIHX合 体

型機器の開発

1.概念 のサ ーベ イ

2.構 造 概念の検討

3.合 体 の影響評価

4.総 合 評価

ヒー トパ イプのFBR

への適用 に関す る検

討

1.崩壊 熱除去系

①計画 、試験

2.二 重 管SG

①計画 、試験

ナトリウム浸漬型無

冷却電磁ポンプの開

発

1.概念 設計

2.シ ステ ム評価

3.ボンブ の試験計画

4.試 験 、評価

燃料交換機事前故障

検知システムの開発

1.システム概 念検討

2.知 識 べ一スの構築

3.基 礎試 験

4システム適 用性評価

2次系削除プラントの調

査検討

(液相拡散接合法に

関する検討)

1.インサート材の評価

2.二 重管 の接合

3,検 査法 の検討

↓評価



た。検討委員会及びその下部ワーキンググル

ープである2つ の グループ(シ ステム概念評

価検討,基 盤技術評価検討)が これ らの各6

社が調査検討 した結果を評価 した。

調査検討のスケジュールについては表1に

示す とお りである。

3.調 査検討の内容

3.1シ ステム概念に関する新技術

1)2次 系削除プラン トの調査検討

(ヘ リカルコイル+フ ルー ドヘ ッ ド型二

重管蒸気発生器に係わる検討)

従来のFBRは 炉心か らの熱伝達方式 とし

ては,軽 水炉 と違 って1次 系,2次 系及び蒸

気系を経由 してタービン,発 電機の方へ熱エ

ネルギーを送 り,電 気エネルギーに変換され

る。この熱伝達 システムに対 し,2次 系を削

除 してい くことによりFBRプ ラン トの合理

化を図ることができる。2次 系削除プラン ト

実現に向けては,蒸 気発生器(SG)に おけ

るナ トリウム/水 反応防止対策が1つ のポイ

ン トとなっている。このため,SGの 中の伝

熱管 を二重管 タイプにして,ナ トリウム中へ

の水 ・蒸気の リークを防止する必要がある。

二重管型のSGは 直管 タイプのもの としては

既に研究が進んでいるが,リ ー クした伝熱管

の検出が難 しい。このため,伝 熱管本数 を減

少,ヘ リカル状 にし,伝 熱管毎に胴を貫通さ

せ る構造(フ ルー ドヘ ッ ド構造)を もつ こと

により,二 重管の リーク検出及び リー ク管の

同定が可能になり,ま た補修 も容易になるこ

とが期待 される。 しか し,二 重管をヘ リカル

状に した場合の技術的な問題(管 一管の溶接,

管一胴の貫通等の諸問題)が あ り,成 立性を

難iしくしている。

本調査研究では,ヘ リカル型の二重管SG

を採用 した場合の2次 系削除プラントの合理

化効果の検討,SGの 二重伝熱管の管一管構

造の健全1生,溶 接手法及び管一胴貫通構造の

健全性検討 を行 い,ヘ リカルコイル+フ ルー

ドヘッ ド型二重管SGの フィージビリティを

評価 した。

①基本概念の検討

2次 系削除プラン トの概念構築 にあた っ

て,従 来の2次 系有プラン トからの相違点 を

もとに安全設計,シ ステム設計からの留意す

べ き点 を明確 にすべ く図2に 示すように整理

し,2次 系削除プラン トの全体構成,SG,原

子炉構造及びリー ク検出系の構築 を行った。

2次 系 を削除するプラン ト系統図を図3に 示

す。 また,こ のプラン ト概念の構築のための

諸要求条件の成立にはSGに て対応が可能で

あることが評価され,そ の要求事項をまとめ

るとともにSG構 造概念を図4に 示 した。

ヘ リカルコイル十フルー ドヘ ッ ド型二重管

SGを 採用 した2次 系削除プラン トのフィー

ジビ リティを評価した結果,

・二重管SGの リー ク検出性能は,本SG

がフルー ドヘ ッ ド構造 を採用 しているた

め,湿 分並びに圧力監視のためのヘ リウ

ム室の体積 を小さくできることから,内

管破損時にて約6分,外 管破損時の圧力

監視 でも約85時 間で リークを検出できる

可能性がある。また,圧 力監視システム

を分割ブロック化す ることによ り,リ ー

ク検 出時間を短縮できる。

・2次 系 を削除することによる経済性効果

については,2次 系冷却設備 の削減 とそ

れに伴 う原子炉建屋のコンパ クト化,逆

にSGの 重量増加及び配管,SG安 全設
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備等 を相殺 して全体 として約4%の 削減

効果が期待できる。

②管一管溶接構造の検討

ヘ リカルコイルを採用 したSGの 二重管は

約70m程 度の長尺管になり,現 状の管製造技

術ではほとん ど不可能に近い。このため,二

重管同士 を溶接 して接続す る必要があること

か ら,二 重管の管一管溶接方法の検討 を行っ

た。図5に 管一管溶接構造 をフルー ドヘッ ド

構造 と合わせ て示す。まず,管 の溶接継ぎ手

構造を対象 とした片側溶接に関す る基礎的な

検討を実施 し,内 管 としてU開 先外面TIG

溶接,1開 先EBW及 び1開 先内面TIG溶

接,外 管用 としてインサー トリングを用いた

外面TIG溶 接及び リングピース付外面TI

G溶 接 を適用できる見通 しをつけた後,ヘ リ

カル コイル部,接 続配管部,フ ルー ドヘ ッド

部の3ヶ 所の二重管溶接試作試験 を実施 し

た。この結果,二 重伝熱管に要求される機能

の構造の健全性,リ ーク検出用流路の確保が

満足されてお り,ほ ぼ管一管溶接構造成立性

の見通 しが得 られた。

③ フルー ドヘッ ド構造試作検討

SG内 部の伝熱管は リー ク防止のため二重

管構造になっているが,SG外 は単管構造 と

して各伝熱管毎にヘ リウム室 を設けている。

このため,SG胴 を伝熱管が貫通す る場合の

構造(フ ルー ドヘ ッド構造)を 検討する必要

がある。 このため,構 造の試作 を行い,溶 接

条件(予 熱の有無,焼 鈍方法),ヘ リウム リー

ク状況,組 織観察及び強度等に関す る評価検

討 を行った。その結果,各 試験にて有意な問

題は認め られずフルー ドヘ ッ ド構造の成立性

の見通 しが得 られた。

2次 系有プラン ト

「

シSGで1次 系Naと 水 ・蒸気が熱交換 格納施設とSG位 置

δ
'

、→1次 系Naリ ーク
2次 系有に比ぺ付加される

点は何か

安

全

設

計

2次系削劇

IHXの かわ りに 一
SGを 設置

→ 水・蒸気系リークー

SG伝 熱管リーク→

(Na一 水反応)
,敢 抜いと留意すべき点＼

'

十

!

'1次 系の圧力損失変化
、1次 主ポンプ位置の選択

、 、

!

'

一 →→Na一 水反応対策設備の変化,1次 系の高低関係が変化

シ

ス

テ

ム

設

計

Na系/水 ・燕気 系 リー ク
'対 策 の変化＼

!
,水 ・蒸気系 システ ムの変化シ2次系Naの 熱容量がなくなる

プラント動特性〉
の変化 ＼ 、

' '、

＼

'

矧 ・G髄 への要求li・ 咄 ・…

図22次 系 削除 プ ラン トに関 す る基本 的 な留意 点
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甲

22B×2

1HX

禰

「25

2B

(x

.タ ンク
(コ ル ブ

375℃

IHX→ 蒸気発生訟

(原 子炉容器外 へ設置)

設 言十 主 要 目

削 除/ 483℃

IZ7at

1水/蒸姻

図32次 系削 除の 導入 効果 一 冷 却 系 一

型 式 2重 管 ヘリカルコイル

交 換 熱 量 6■2.5MWt/基

給 水 入 口 温 度 2100C

蒸 気 出 口 温 度 487。C

給 水 入 口 圧 力 15■ ㎏/(罰 τa

蒸 気 出 口 圧 力 133㎏/c㎡a

ナ ト リ ウム入 口温 度 5300C

ナ ト リ ウ ム 入 口 出 口 3750C

給 水 流 量 9。22×105㎏/h

ナ ト リ ウ ム 乏芳乱薗ヒ ■.■2x■07㎏ ノh

伝 熱 管 材 質 Mod働9Cr-■MQ

外 管"寸 怯 φ3■-8x3-2t

内 管 「…ナ法 φ25-4×2.6t

輔 529本

層 数' 23

伝 熱 管 ピ ッ チ 庫由48.径50

伝 熱 面 積 29■0㎡

富1際=

・ 匝 ・・HV・1

蒸気出ロ

蒸気 出 ロ リン グヘ ッダ

フル ー ドヘ ツ ド

外 部 シュ ラ ウ ド一
本体支持サポー ト

内部 シュ ラ ウ ド

2重 伝 熱 管

(ヘ リカル コイル)

ナ トリウム 出 ロ ノズル

　「
図4ヘ リカル コイル+フ ルー ドヘ ッ ド型2重 管SG構 造概 念

一8～

ナ トリウム入 口
くコ

ゆ
給水入口

O

O
O

卜

H



1フ ル ー ド ヘ ツ ド 構 週

タ イ フ ●2

う

　 ハ ぬ ロ

ゆ

ナ ト リ ウ ム 入 口

闘

図5試 験

④評価

ヘ リカル コイル十フルー ドヘ ッ ド型二重管

SGの 成立のために必要 な技術課題である管

一管溶接構造,フ ルー ドヘ ッ ド構造の製作性,

健全性等の見通 しは得 られたが,今 後は伝熱

管 リー クの早期検出及び リー ク管の同定等の

検討が必要である。

i管 一 管 溶 接 構 造i

2)ラ ッパ管削除型炉心の開発

ウラン ・プル トニウム混合酸化物燃料 を用

いたFBRに おいて,軽 水炉 と競合できる低

燃料サイクルコス ト型炉心 を実現す るために

は,高 燃焼度 ・長寿命型炉心の開発 を行 うこ

とが要求 される。いままでの研究から,FB

Rに おいて も軽水炉PWR燃 料のように燃料

集合体のラッパ管を削除した炉心概念がこれ

らの低サイクルコス ト化 を満たす1つ の有望

な概念であることが判ってきている。

本検討 においては,ラ ッパ管削除型炉心・燃

ナ ト1」'ウ 」」 出 口

口入水植

造構体

タ イ フ ・1

T■GEBW

タ イ フ.2

タ イ フ.3

内 面TIG

TIG

ミ ,

1・ 一 μ

1

料集合体の構造概念ならびにその合理化効果

を明らかにす るとともに,ラ ッパ管削除型炉

心成立性のための重要因子である流体力学的

保持力(HHD力)を 評価す るための炉心内水

流動による基礎的な調査を実施 し,ラ ッパ管

削除型炉心のフィー ジビリティを検討 した。

①炉心特性及び構造の検討

燃料集合体か らラッパ管 を削除すると炉心

の中性子経済がな くなり,燃料の高燃焼度化,

プラン ト運転サイクルの長期化等経済性向上

効果が期待で きる。

ラッパ管削除型炉心の効果及び燃料概念 を

表2,ラ ッパ管削除型炉心の仕様を表3に 示す。

ラッパ管削除型炉心 を現在検討中の実証炉

(1000MWe)に 適用 した場合 を想定 して検

討 し,以 下の結果を得た。

・核特性

経済性に寄与する運転サイクル間隔,増

殖比,燃 焼反応度等 を検討す るとともに,
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線出力密度,ナ トリウムボイ ド反応度の低

減化検討 を行 い,大 幅な経済性向上が期待

できること,あ るいは安全性向上に関する

反応度係数の改善が可能であることを確認

した。

・熱流動特性

炉心全体及び集合体内の熱流動解析 を実

施 し,燃 料集合体間ギャップの適正化,炉

心外側の構成要素のラッパ管型化,燃 料ス

ペーサ枚数の炉心最外周での増加により,

ラッパ管削除型炉心の冷却性は従来炉心 と

同等にできることがわかった。また,自 然

循環時,流 路閉塞時で も冷却材の最高温度

が従来炉心並みかそれ以下であることを確

認 した。

・燃料構造の検討

燃料構造のク リープ損傷和(CDF),燃

料要素湾曲等の検討 を行い,高 燃焼度化の

ためには高強度,低 スエ リング材の開発及

び燃料要素長の増加によるガスプレナム体

積の増大が必要であることがわかった。

また,燃 料の湾曲,燃 料の引き抜き力の

概略評価を行い,成 立の見通 しを得た。

・経済性向上効果の検討

炉心寸法及び集合体配列 ピッチをラッパ

管型 と同一 として,燃 料集合体か らラッパ

管を削除 して燃焼度,運 転サイクル間隔を

検討すると,

燃焼度;

90GWd/t→140GWd/t(十50%)

運転サイクル間隔;

12ケ 月 →21ケ 月運転(+9ケ 月)

の高燃焼度,長 期運転サイクルが可能 とな

り,経 済性向上効果 として,燃 料サイクル

表2ラ ッパ管削除型炉心の効果及び燃料概念

ユ.中 性 子 無 駄 吸 収 低 減 に よ る 炉 心

内 部 転 換 比 向 上

・高 燃 焼 度 炉 心 の 達 成

・長 期 運 転 サ イ ク ル 達 成

2.炉 心 圧 損 低 減

。主 循 環 ポ ン プ 小 型 化

。所 内 動 力 低 減

3.燃 料 集 合 体 流 路 閉 塞 事 故 ポ テ ン

シ ャ ル の 排 除

4.燃 料 サ イ ク ル コ ス ト の 低 減

(燃 料 集 合 体 の 製 造/再 処 理 コ ス ト

低 減)

＼

＼

/ハ ン ドリン グ

ヘ ツ ド

/
しや へ い体

/ラ ツ囎

⇒

＼ 、。へい体/
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表3ラ ッパ 管削 除 型炉心 の シ ステム ま とめ

項 目 仕 様

炉 心 炉心型式 軸方向非均質炉心

炉心燃料

型 式 ラッパ管 削除型

集合体支持 コ ー ナ ロ ツ ド型

ス ペ ー サ 型 式 グ リ ッ ド型 ス ペ ー サ

HHD力 増強 用ベ ン ト方式 エ ン ト ラ ン ス ノ ズ ル 内 ベ ン ト管

燃料物質
混合酸化物

(将 来 は金 属,窒 化物等)

燃料材料
高温強度保 有,低 スエ リング材料

(フ ェライ ト系材料)

ブランケ ッ ト燃料

塑 式 ラツパ管型

スペ ーサ型式 ワ イ ヤ ス ペ ー サ

可動遮蔽体

型 式 ラツパ管型

遮 蔽 材 SUS及 びB。C

制 御 棒

型 式 ラ ッパ管型 あるい は収納 円管型
ρ

制 御 材 B4C

流量配分

炉 心 部
集合 体の スペーサ枚数 を炉 内位置 で

変 え、調整(最 外 周 → 多 い)

他の炉心構成要素 入 口部のオ リフィスで調 整

炉心耐震方式

水平方向
燃 料上部耐震 パ ッ ド設置

(水 平免震 方式)

軸 方 向 HHDに よ り燃料浮上 が り抑制

一11一



▽

コス トを約30%低 減,プ ル トニウム消費量,

燃料製造数 再処理量 を約40%低 減できる

ことがわかった。これらのラッパ管削除型

炉心 とラッパ管型炉心 との炉心特性比較 を

図6に 示す。

また,燃 料ピンを太径化することにより,

燃焼度は約190GWd/tを 達成 し得 る高燃焼

度化,運 転サイクル間隔は約48ヶ 月に達す

る運転サイクル長期化の可能性があり,反

対に細径化により,炉 心径の約10%コ ンパ

クト化の可能性があることがわかった。以

上のラッパ管削除型応用各種炉心の比較 を

図7に 示す。

・安全性向上効果の検討

ラッパ管型炉心と同 じ径で,径 方向ブラ

ンケットを削除することにより,ナ トリウ

ムボイ ド反応度,燃 焼反応度及び線出力密

度等の安全性関連特性 を向上させ ることが

できた。 しか し,運 転サ イクル等経済性向

上効果を抑制する結果 となった。

②水流動による基礎的な調査の実施及びHH

D力 の評価

ラッパ管削除燃料集合体の水による流動状

況の検討を実施 してHHD力 を把握するとと

もに,HHD評 価式,漏 洩流量評価式,圧 損

評価式の妥当性 を確認 した。

■-HR

画
炉'心 、直 径

醒
サ イ ク ノレ

r蹟コβ帯

ユリ　 望 ま し し、方 向
重 金 属 璽 量 燃 焼 度

核 燃 料 禾旺用

◇;(ラ ッ パ 管 削 除 型)/(ラ ッ パ 管 型)

図6ラ ッパ 管削 除 型炉心 とラッパ管 型炉 との炉心 特性 比較

LI-IR

'女 全1ゾ1

燃 匁'産

HL R
切
/

團 U

性

鵠讐
炉'亡.・直 径

。9[璽 コ

06

炉 心 ・直 そ董

経 済h生

間1∫吊

核 燃 料 禾11用

サ イ ク ル 燃 焼
間PM反 応 度

14

重 金 属
劃蜜量

ルクィ
隔

度嶺
1核 燃 料 利 用1

室亥燃 料 禾IJ用

(a)太 径 ピ ン (b)細 径 ピ ン (c)安 全 性 向 上 炉 心
長 期 サ イ ク ル 炉 心 コ ン パ ク ト 炉 心

◇(ラ ッ パ 管 削 除 型 各 炉 心)/(ラ ッ パ 管 削 除 型 炉 心(s62))

図7ラ ッパ管削除型応用各種炉心の比較

12一



また,こ の評価式により,実 機体系におけ

るHHD力 の成立範囲の検討 を行い,地 震時

の上向き加速度0.5G程 度まで成立す るとの

見通 しを得 た。同時に実機におけ るベ ン ト構

造を提案 し,そ の成立性 を明らかにした。

3)FBR高 温高効率システムの開発

FBRの 経済性を軽水炉 と同じ程度の もの

にしてい くためには,設 備の合理化等による

物量低減の検討 も行われているが,熱 効率の

向上等高度な技術を用いた経済 性向上の努力

も必要である。FBRが 冷却材 として使用 し

ているナ トリウムは,加 圧す ることな く900℃

程度 まで高温化することが可能であることか

ら,蒸 気条件 として軽水炉では達成できない

火力並みの高温高圧化及び炉心燃料の改良に

よる高燃焼度化の2つ の方法にて経済性向上

への可能性 を有 している。 しか し,従 来のF

BRプ ラン トでは,機 器 ・構造成立性の観点

か ら原子炉出口温度 を500℃程度,プ ラン ト効

率 も38%程 度に留まっている。

本調査検討では,高 温 ・高効率化が経済性

向上 にどの程度効果 を有するのか,ま たどの

ような問題があるのかを調査検討 し,今 後の

Step1

炉心 出入 口

温度差(△T)

との関係

lHX・SGのH

伝 熱 面 積

Step2

↓

～
ポンプ動力

△T(min)≦ △T≦ △T(max)

炉 心 出 入 口 温度 差(△T)

の制 限 条 件

ク

方向を探 ることが重要であることか ら,プ ラ

ントを高温 ・高効率化 してい くための設計及

び設計手法の改善,合 理化,新 材料の適用等

によりFBR高 温高効率化 システムの開発の

可能性検討 を行 う。検討にあたっては,経 済

性向上 とともに安全性の向上 も重要な課題で

あるので,炉 心の固有の安全性の検討 も実施

し,経 済性 と安全性双方の特性を有するプラ

ント概念のフィー ジビリティを評価 した。

①高温高効率 ヒー トバランスの検討

炉心熱出力を2600MWt,原 子炉 出口温度

585℃,ル ープ型,冷 却系は4ル ープ として,

一体貫流型ヘ リカルコイル型SG(再 熱器使

用)を 採用 したプラン トを想定 して,現 在の

火力並みの高温プ ラン ト(蒸 気条件:温 度

539℃,圧 力246kg/cm2)に 高温・高圧化す ると,

タービン効率で従来のプラントの約1.13～1.10

倍上昇することがわかった。さらに,再 熱 シ

ステムを採用す ることにより,タ ービン効率

を2～5%ア ップさせ ることができた。

また,2次 主冷却系の出入口温度 を適切に

設定 していくことにより,IHXとSGの 合

計伝熱面積 を最適化 してい くことがで き,建

設 コス トを最小限に していくことが可能であ

Step3

タービン効率

(蒸気条件)

最 適 ヒー トハ ラ ン ス

図8最 適 ヒー トバ ラン スの設定 手法
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ることがわかった。経済的に最適なヒー トバ

ランスを設定 していくために,炉 心出入口温

度差が大 きな影響 を及ぼすので,温 度差に制

限を与える因子の検討 を行 い,温度差 を100℃

～200℃ の間が適切であるとした。最適 ヒー ト

バランス達成のための設定手法を図8に 示す。

②炉心設計

プラン トの高温化 を実現する上で,炉 心出

口温度を向上 させる必要があり,炉 心温度が

上昇することによる炉心許容限界温度 との差

の縮小分 を吸収する炉心設計の方策 として,

設計上考慮すべ き炉心高温点因子の低減 と燃

料健全性判断基準 となる許容限界温度向上の

2点 に着目して検討を行った。また,炉 心の

固有の安全性を確保 してい くことも重要であ

るため,合 せて検討を実施 した。

・全炉心高温点因子は図9の 炉心高温点因子

の低減目標にあるように,炉 心流量分布特

性改善,集 合体構造革新による集合体内の

温度場平坦化及び高温点不確かさ評価方法

炉 心高 温 点因子(G)の 低減

GocFp/Q・Fw・FHsF

G～2.0
＼

＼
＼

炉心(出力/流 量)
比不均一効果

＼
＼ ＼(G～1.8)

＼
＼ ＼

耀)比 鰍 ＼ ＼
o出 力分布平坦化 ＼、

G～1.6

(→最適炉心構成)

Fp/Q～1.45
。流量配分適正化

_僻 一定方些諜 翻、

Fp/Q～1.30

集合体内温度

、 、 、 、 、 、
、 、

、

ピー キ ング
、 、 、

集合体構造革新

Fw～1.10

○周辺流 れ抑制機構

。混合効果促進構造

(→ 新 ス ペー サ 構 造) Fw～1.05

、 、
、 、

、 、 、 、 、 、
、 、 、

高温点評価上
の不確かさ 工学的安全係数(HSF)低 減

。各因子の低減

FHSF～1.25

oHSF処 理法合理化

囎 三票コ響)

FHSF～1.20

現行炉心 高温 ・高効率

炉心

図9炉 心高温点因子の低減目標
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の合理化の検討 を行い,現 行値(～2。0)か

ら585℃ 炉心達成のための値(～1.6)に 低

減 できる見通 しを得た。

・燃料許容温度については,耐 高温材料の開

発,燃 料損傷評価手法の合理化が重要な方

策であると考え,高 温炉心の燃料集合体の

材料候補の選定,炉 心高温化の観点からの

設計評価関数の選定及び損傷限界の評価を

実施 した。

・炉心固有の安全性の検討では,図10に 示す

ように固有の安全性 を持つ炉心概念の方向

付けからポイン トとなるNaボ イ ド反応度

の低減策の検討 を行 い,偏 平炉心,減 速材

増加炉心及び燃料体積比評価か ら,Naボ イ

ド反応度が零 となる炉心(偏 平化炉心,分

割型炉心)の 主要仕様を設定した。

固有の安全性 を有する高温化炉心 を構築す

〔着 眼 点〕 〔方 法〕

るために,固有安全炉心 と高温炉心の整合 を図

り,安全 性重視型炉心 と性能成立性重視型炉心

を提案 し,図11に 従来型炉心 との比較 をした。

③機器設計

炉心高温化に伴 う重要 な機器 として,原 子

炉容器,SGを 代表的に選 び,構 造成立性の

検討 を行った。

・原子炉容器

液面近傍部の構造健全性及び原子炉構造

の耐座屈性について評価 し,昇 降温速度の

制限,ま たは構造強度余裕の低下はあるが,

成立性の見通しはあることがわかった。

・SG

管板型の管板構造の応力評価が厳 しい と

考 えられているが,製 作性,ISI等 から

フルー ドヘ ッ ド型 よりも現状の管板型の方

を選定 した。

〔実現のための概念〕

ナ トリウム ボイ

反 応 度 の低 減

苛 酷事 象 時 で の

負 の反 応 度 ワ ィ
ー ドバ ック確 保

最大過剰反応度の

低減

〔UTOP時 の添加反応度低減〕

エ ネル ギー 特 性(η)変 更

ソ フ トスペ ク トル化

非均質炉心

運転サイクル期聞短縮

図10固 有の安全性を持つ炉心概念の方向付け

炉
心
構
成
概
念
の
検
討
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〔現 行 炉 心〕

目標 とする炉心 の定義

S1:究 極の安全性重視型(Pbh≦0)炉 心

S2:成 立性 と安全性重視型(ρTOT<0>炉 心

:高i呂高交力率炉'已・(585,C炉'〔二、)

lm

〔S1十H'炉 心 〕 〔S2+H炉 心〕

ノ

0.45m

5,4m

0.9m

4.2m

(85509) (8550×1.20)2 (8550x1.45)9

炉 心 形 状

炉 心 体 積

偏 平 炉 心

(代案として分割型炉心)

現行炉心並

((蒼)×1。20)

弱偏平炉心

現行 炉心並

(② ×1.45)

ダクトレス型炉心 従来型炉心集合体概念

(代案として径非均質)

図11炉 心 概 念の 構築(固 有安 全性+高 温 高効率)

温 度585℃

流 駈11230T/h/ル ープ

*SG蒸 気 発生 器 メイ ンル ープ

**RHナ ト リウム リ ヒー一タ

温 度

SG流 無

RH流 量

プ

プ

一

一

ル

ル

/

/

h

h

/

/

T

T

℃

6

6

0

41
7

7

6

0

5

Qe
ハ◎

度

力

量

温

圧

流

ー妹、盟

・G*[難

538℃

41kg/・m29

3176T/h

538℃

246kg/cmtg

3632T/'h

図
発 熱 量

2600MWt

交 換 熱 量

650MWt/ル ープ

伝 熱 面 積

3700mt

交 換 熱 量

650WWt/ル ープ

伝 熱 面 積

SG3280ml

RH955m2

・H礪
292℃

43kg/cm:9

給 水 ボ ンプ

発 電機

発1苞{直1192N"Ve

(効 率45.8%)

・G鵬1::f
、/,m、g

図12高 温 高効率 プ ラン ト最 適 ヒー トバ ラン ス(再 熱 シス テム有 り)

④総合評価

高温高効率 ヒー トバランス,固 有の安全性

を有 した高温炉心及び機器設計に関する評価

検討 を行 い,再 熱システムを有 した高温高効

率プラント最適 ヒー トバ ランスを図12に まと

めた。

さらに,経 済性,運 転性及び構造健全性を

含めた評価の結果,従 来のプラン トと比較 し
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て発電原価 を約10%安 くできることが可能で

ある。この評価 は経済性が中心であったが,

プラン ト全体のヒー トバランス としてはシス

テム運転性,補修性,プ ラント建設コス ト等総合

的に評価 して決めてい くことが重要である。

また,タ ービン効率 についてはリヒータを

設置す ることによ り,効 率 を45.7%ま でアッ

プ,炉 心は固有の安全性 を有 した高温炉心 を

構築す ることができた。

4)小 型モジュラ型FBRの 日本への適用性

に関する調査検討

(PRISM,SAFRに 係わる検討)

FBRの 開発の方向としては,こ れ までス

ケールアップ効果に よる経済 性向上を指向 し

た大型炉の開発が主流になってきている。 し

か し,近 年米国で研究が進められている小型

モジュラ型FBR(PRISM,SAFR)は,高

い固有の安全特性を有すること,小 型で免震

構造が容易であること等いろいろな長所 を持

ってお り,ま たモジュラ化することによる設

計標準化,量 産化あるいはコンパ クト化する

ことにより,経 済的に大型炉 と競合できる可

能性をも有 している。

一方,我 が国における将来の原子力開発の

状況を考えてみ ると,電 力需要への柔軟な対

応,発 電所立地の制約等があ り,大 型炉のみ

の推進では難 しくなってくる可能性がある。

小型モジュラ型炉については,将 来におけ る

法規制の改善,安 全性の向上または社会的な

受容性の変化により,狭 い敷地での立地,高

い安全性等国土の狭い我が国への適用には有

利な面がある。

本調査検討では,米 国で研究が進められて

いるPRISM,SAFRの 小型モジュラ型FBR

を参考 にして,日 本の事情に適合 させたシス

テム概念の明確化,検 討すべ き課題の整理及

び開発の方向を検討 し,そ のフィージビリテ

ィを調査 した。

①適合性評価 因子の摘出,評 価

日本で運転している原子力プラン トは軽水

炉が主力となってお り,将 来炉 としてFBR

の開発が進め られている。 また,プ ラン トの

出力規模 もさまざまである。このような中で,

小型モジュラ型FBRが どのように適合 して

いくのか,将 来炉のニー ズも考慮しつつ調査

検討 してい くため,日 本への適合性の考 え方

をまとめ,図13に 示 した。この考 え方 をべ一

スにして,原 子力プ ラン トの開発,計 画を進

め るにあたって,当 面検討課題 となり得 る因

子 として次のものを摘出 し,小 型モジュラ型

FBRの 日本への適合1生評価 を行った。検討

した因子は次の とお りである。

・電力需要か らみた評価

・立地の多様化からみた評価

・炉心特性か らみた評価

・安全性からみた評価

・経済性か らみた評価

・運転 ・保守性からみた評価

・核燃料サイクルからみた評価

・他設備への利用か らみた評価

②適合性評価

合計8ポ イン トからみた小型モジュラ型F
とBR

の 日本への適合性評価 を行った結果をま

とめてみると,小 型化ゆえに 日本のような面

積の小さい国において,立 地の多様化が望め

ること,こ の点に関 しては 日本では特 に経済

『性追求のために大型化指向 となり
,遠 隔地立

地が主流となっているが,小 型炉はFBRの

安全特性 をさらに向上させていくとともに,
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将来炉のポテンシャル

4型 モ ジュラ型FBRの

日本における適合性検討

大型炉と比肩し得る経済性
電力需要に対する適合性と柔軟性
立地の多様化と都市近接
固有の安全性と安全裕度の拡

エネルギーセキュリティーの重視

多機能炉心(増 殖性,高 燃焼度,

TRU消 滅)の 活用
パ ッシブセーフテ ィーの活用

t高 温での自然循環,

幅 射 に よ る 除 熱 ノ

炉心の固有の

安全特性UTOP,ULOF

核燃料サイクルと乾式再処理

mu消 滅処理

電力需要の伸びへの小刻み対応

立地の多様化 と都市近接

経済性向上効果と工場一括製作

固有の安全性 とRVA〔S放射 化防止

核燃料サイクルと
エネルギーセキュリティ

..碁勲嚢軍設備

改良型軽水炉をべ一ス
にした次世代軽水炉

i中 小 型 軽 水 炉i

燃料照射データの実績

図13小 型 モ ジ ュラ型FBRの 日本 にお け る適合 性 の考 え方
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法規制の改善,社 会的に原子力の必要性が認

識されてい くことにより需要地近接立地,例

えば火力発電所跡地のような狭い場所での立

地 も可能 となる要素があることがわかった。

また,経 済性の確立は導入のための絶対的な

要素であるが,モ ジュラ化,コ ンパク ト化及

び設計 を標準化 してい くことにより,工 場製

作性及び建設性で コス ト低減を図ることがで

き,大 型炉 との競合が可能である。

また,小 型モジュラ型FBRの 出力規模に

ついては,需 要地近接のように狭い場所での

サ イ トを考慮 した立地の多様化ニーズ,経 済

性向上のために,2次 系1ル ープ化,原 子炉

構造,SGの 工場一括製作及び輸送限界等を

検討 し,こ れに固有の安全性,自 然循環方式

による除熱等の安全上の革新性 とFBRと し

ての増殖性に関す る炉心特性 を加味 して,約

30万KWeク ラスの出力の ものが適切である

とした。各因子及び炉心安全特性か ら見た 日

本における小型モジュラ型FBRの 出力規模

評価のまとめを表4,表5に 示す。 日本におけ

る海岸立地条件や今後の電力需要の増大及び

スケールデメ リッ ト効果の抑制 を勘案す る

と,日 本に適合する中小型炉の出力規模は米

国のPRISMク ラスの もの よりも大 きい方が

適 していると言える。

ただし,他 産業への利用については,FB

Rが あまり高温でないこと,水 が比較的入手

し易いこともあ り,発 電以外の熱源,造 水プ

ラン トへの利用等ニーズは少な く,こ の方面

の小型モジュラ型炉の適用性は望めないこと

がわかった。

表4日 本 にお け る小 型 モ ジュ ラ型FBRの 出力規模 の適合 性

出 力 関 連 因 子

1.電 力需要への適合性

べ一スロー ド用電力(電 力需要に小鋼みに対応)

炉出力規模(万KWe)

23451020304050100

ピークロー ド日負荷追従性

2.立 地の多様化

都市近接/火 力プラント跡地利用

第四紀層立地/免 震/地 下立地/海 上立地

離島/遮 隔地

一 ＼

3.経 済性の向上

スケールデメリッ トの抑制

工鳩一括製作

殴計簡素化(2次 系1ル ープ,R▼ACS採 用等)

4.運 転 ・保 守性 ・向 上

5.核 燃料サイクルへの適合性

一一 一一 一X

ζ
一

一
＼

6.熱 瀕 としての活用 一X

1 2345 10 20304050100
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表5 炉心安全特性の出力依存度

出 力 関 連 因 子

1 2 345

炉出力親模(万KWe)

10 20304050 100

1.ナ トリウムポイ ド係数

全 炉 心

1集合体

2.の ゼロ.燃SAsU5度

3.制 御棒配置本数

4.懲 料富化度

0以 下

1$以 下

30¢ 以下

Metal

Mox

6本

9本

Meta1(～30%)

Mox(30%以 下)

5.制 御棒1本 引抜(UTOP対 応)

40¢ 以下

6.RVACS除 熱

7。ULOF

8,加(身 寸イヒ抑飼1

RVACSの み

DRACSと の組合せ

Met81

Mox

11-llllI 1■III■1

1 1

＼
1

1

孟 1
「

6

∠

1

邑

＼
一

1

1

1 一一1

撒 雌灘

一
12345 10 20304050100

スケールデメリット抑制のための原子炉モジュールの

簡素化2次 系1ル ープ化,サ ービス施設の共用化
型式忽定による標準化と量産化による習熟効果の追及と
基準類の整備

工場一括製作とモジュール化による生産性向上と工朋短縮

邸市近接立地による用地費増大と送電コスト低減

ATYSに対する固有の安全性によるPA上の効果

都市近接のための立地評価基準の考え方
ノ1・型化に伴なう放射化抑制と高性能しゃへい体

型式忽定のため安全機能実証試験

安全性の
向上

金属燃料の照射実績の蓄積
固有の安全特性の改善と確証
多機能炉心の追求

核
へ燃

の料

適サ
合イ
性ク 熱源として

の活用

立
地

の

多
様
化

型式詔定とモジュール化による工期短縮
発電以外の増殖,TRV消 減処理の多目的利用

都市近接,需 要地接近の実現方策
(火力跡地,狭 い敷地,第 四紀層,免 震)

原子炉モジュール,皿 の分散配置,そ の他のサービス
施設の地域別集中立地

Pu燃料輪送

地下立地,海 上立地等の都市近接の新立地技術

図14小 型 モ ジュ ラ型FBRの 日本 にお け る適 合1生向上 の ため の課題
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③適合のための検討課題の整理

日本に適合させ るために,将 来 とも検討 し

てい くべ き課題 を図14に 示す とお り整理 し

た。この課題の中で,小 型モジュラ型炉が導

入されるために,将 来にわたって検討すべ き

主なものは次のとお りである。

・標準化 ,量 産化のための型式認定化

・工場一括製作 と工期短縮の追求

・立地評価の考え方の検討(Pu輸 送,需 要地

近接立地)

・社会的受容性の検討

3.2基 盤技術に関する新技術

1)ポ ンプーIHX合 体型機器の開発

FBR実 証炉は軽水炉 と競合す るために建

設コス トの低減を目標に検討 を進めてお り,

さらに大幅な合理化 を図るための有効 な手段

の1つ として,現 状単独で設置されている各

機器の合体化が考えられる。ループ型FBR

における機器の合体化が可能であり,建 物,

配管等合理化効果の大きいもの として,1次

系及び2次 系を構成する1次 主循環 ポンプ,

中間熱交換器,SG及 び2次 主循環 ポンプの

組合せ に よる合体 型機器の構想が あげ られ

る。それぞれの機器の相互関連 を図15に 示す。

本調査研究では,こ れ らの機器の合体化の

組合せの方向 として,

・1次 主循環ポンプ ー 中間熱交換器

・中間熱交換器 一SG

・2次 主循環ポンプ ーSG

1次 主循環 ポンプ

中問熱交換器

蒸気発生器

2次 主冷却系

図15合 体 型 機 器 の 種 類
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を考え,そ の中から構造的に比較的簡単で,

取 り組みやすい1次 主循環ポンプー中間熱交

換器(以 下 ポンプーIHX合 体型機器という)

を取上げ,そ の成立性について検討 を行 った。

①合体型機器概念の検討

ポンプの型式 としては,機 械式,電 磁式の

両方の型式が考 えられるが,こ れらの型式に

よるポンプ とIHXの 合体化機器を比較検討

した。その結果,機 械式ポンプーIHX合 体

機器は振動に関す る問題があ り,こ の検討の

必要性はあるが,ポ ンプ としての製作実績が

十分 あること,安 全設計上特に問題がないこ

と及び合体型機器 としてコンパ クトにできる

ことがわかった。電磁式ポンプは振動問題は

ないが,製 作(安 全設計を含む),運 転実績が

なく,開 発に時間を要す ること,合 理化効果

が少ないことか ら,機 械式ポンプーIHX合

体機器が適当と考 えた。 ポンプーIHX合 体

型機器概念の比較評価結果 を表6に 示す。

②構造概念の検討

ポンプーIHX合 体型機器の構造を検討す

るとともに,機 械式ポンプの基本的な問題 と

なるポンプ軸系の振動解析 を実施 した。

軸系の振動解析においては,固 有値の調整

のため軸系剛性ア ップを図 り,軸 系の増加,

軸受 スパン(ポ ンプ長)の 短縮化及び軸受剛

性の検討 を実施す るとともに,ポ ンプ長の短

縮化 に伴い,ポ ンプ水力部の見直 しを行った。

ポンプ軸系固有値 は軸回転数730rpmに 対 し

固有値810rpmで あり,軸系固有値が軸回転数

の1.1倍 の条件 を満足することを確認 した。

また,ポ ンプ構造はメンテナンス上の必要

性か ら内部構造物 を引き抜き可能な構造 とす

るため,ポ ンプ胴側 をラビリンス形状,IH

X内 部 をフラット形状 としたラビリンス型シ

一ル リングとした。IHX側 の構造 としては,

合体型機器のコンパ クト化のため,管 長 を3.5

m以 内 とし,問 題 となる管内の半径方向流配

の誤差増加,胴 側偏流増加の対策のためにジ

グザ ク流 となる胴を考えた。

③合体 による影響評価

合体化による影響 として,最 も重要 と考え

られる振動及び流動特性 について解析検討 を

実施 した。 また,特 に振動については合体機

器のスケールモデルによる検討 を実施 し,解

析 シミュレーションの妥当性 を検証す るとと

もに,ポ ンプ振動によりIHXの 振動がどの

ように変化す るかを検討 した。実機合体型機

器か らの振動及び流動特性評価のためのモデ

ル化範囲を図16に 示す。

④評価

解析結果 とモデル化による評価検討の結果

を比較検討 した結果,次 のことがわかった。

・振動特性評価

固有振動数,振 動モー ド及び振動応答 と

も実験値 と解析値は比較的よく一致 してお

り,解 析モデル化(流 体連成要素等の取扱

い方)は 妥当であった。

・流動特性評価

上部プ レナム部の入ロノズル部に リング

ヘ ッダを取 りつけることにより,液 面での

ガス巻 き込み及びIHX管 板での整流化は

十分対応可能 となる見通 しを得 た。

・保守

補修性評価従来型IHXと 作業量を比較

した場合,18%工 程が多 くなるが,ポ ンプに

係わる作業は合体 しない場合 と同等である。

・合体化効果

合体型機器の導入により,1次 系/2次

系建物の投影面積 は約30%低 減,1次/2
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表6ポ ンプーIHX合 体 型 機・器概 念の 比較 評価 表

概 念

構 造

外形寸法

重 量

1次 系 ポンプ

の実績

振動伝播

安全設計

総合評価

機 械式 ポ ンプ ーIHX合 体型

6
U
陶亀,

円 形 φ4.3m×H10.9m

(プ レ ナ ム 部:φ5.0)

280TON

有

ポンプ振動 の伝播について

検討要

特 に問題な し

◎ 振動 伝 播 に関 す る

検 討要 だが,他 に

つ いて は電 磁 式 ポ

ンプ よ り有 利

電 磁 式 ポ ンプ ーiHX合 体 型

0

・量

円 形 φ5.Om×HIO.9m

(プ レ ナ ム 部:φ6.4)

370TON

無

ポ ンプが振動 源 とな らな い。

コー ス トダ ウンが期 待

で きないので検討要

○ 大 容 量 化 に 当 って

の開発項 目が 多 く,

か つ 合 理 化 効 果 が

小 さ い。 ま た,安

全 設 計 上 の 検 討 が

必要

↓

機 械式 ポ ンプーIHX合 体型 を選定
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次冷却機器の物量は約25%,総 合的な建設

コス ト低減は約7%と なる見通 しを得た。

従来プラン トと合体型機器プラン トとの建

設コス ト低減率評価結果 を図17に 示 した。

2)ヒ ー トパイプのFBRへ の適用に関する

検討

ヒー トパイプに関する技術 は既に実用化 さ

れている技術であるが,そ れは比較的低温領

域であ り,高温領域では確立 していない。この

ヒー トパイプのもつ特徴 をFBRの 崩壊熱除

去系及び二重管SGに 採用できれば伝熱性能

の向上 と信頼性の向上 を図ることができる。

崩壊熱除去系は炉停止後の炉心崩壊熱を除

去するシステムであって,炉 停止後に水 ・蒸

気系のような常用系で熱除去が行えないよう

な異常時,ま たは燃料交換時,定 期検査時に

プラン トを冷温停止状態に長時間保持する際

に使用 される。 このため,崩 壊熱除去系の機

能喪失は仮想炉心崩壊事故の起因事象 となる

表7ヒ ー トパイプDRACSの 型式 ・設置位置の

選定

腸 噛
逮 幸五 性 齢 璽鰭5iσc

↓

通常は1働 させない(ヒ ー トロス防ill)

↓

カ・なり且}一石在な自己f乍重'M¥Y4カ・J必要
VCIIP¢ ては難しい

置∴ 甥 冒㌣ 甥

避1篇隷婦
*VCHP… …Vatiab1{iConductanceHeatPlpe

可能性が大 きいので,こ の系には非常に高い

信頼性が要求 されて くる。崩壊熱除去系には,

崩壊熱除去系の冷却材の流動の観点か ら,炉

容器の1次 冷却材 との混合がある場合 と混合

がな く,完 全に閉 じた系内にある場合の2例

が考 えられ,後 者のケースにヒー トパイプを

採用 した場合,熱 媒体が密閉型であるため基

本的には信頼性が向上す る と予想 されてい

る。ヒー トパイプを適用 した崩壊熱除去系の

比較を表7に 示す。また,二 重管SGの 適用

は水/ナ トリウム反応防止のために水 とナ ト

リウムの間の中間媒体 として利用 し,SGの

信頼性向上 を図ることができる。

本調査検討では,ヒ ー トパ イプの崩壊熱除

去系 と二重管型SGへ の適用 を目指 し,基 礎

的な検討の実施により,ヒ ー トパイプでの熱

輸送能力の評価及びシステム概念の成立性へ

のフィー ジビリティを調査する。

(1)崩 壊熱除去系への適用検討

①概念の検討

ヒー トパイプを炉壁に設置 した場合,通 常

運転では低温ナ トリウム領域(375℃)に あ り,

作動 しないが,崩 壊熱除去モー ド時の高温ナ

トリウム(540℃)で 熱輸送が可能になればよ

い。 このことから,ヒ ー トパイプの作動領域

を375℃ ←→540℃ の広い領域で作動開始する

ように要求条件 を設定 した。

② ヒー トパイプ成立性検討の実施 と評価

ヒー トパイプの作動媒体 としての作動温度

及び熱輸送能力の点から,水 銀 カリウムを

選定 し,ヒ ー トパ イプ熱特性の評価のための

加熱することによる基礎的な検討,ヒ ー トパ

イプ適用性の見通 しを得るためのナ トリウム

中での熱輸送性を確認するための検討 を実施

した。
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一

加熱す ることによる基礎的な検討では,カ

リウムを使用 したヒー トパイプは崩壊熱除去

系作動領域温度で音速限界が熱輸送能力を支

配 し,450℃ 以上の温度が作動開始 となること

がわかった。600℃ における熱輸送能力は107

kcal/m2h以 上であった。水銀 を使用 した場合

については,カ リウムよりも大 きい熱輸送能

力を持っていることがわか ったが,水 銀は構

造材 との濡れ性に問題(熱 抵抗が大)が あ り,

製作性に課題が残 されている。水銀 を使用 し

た場合の ヒー トバイプ温度分布及び熱輸送特

性 をそれぞれ図18,図19に 示す。

ナ トリウム中での熱輸送性 を確認するため

の検討では,加 熱部ナ トリウムの温度 分布は

ヒー トパ イプの特性に影響 を与えず,非 常に

良好 な応答特性 を確認 した。カ リウムでは

450℃ 以上,水 銀では～300℃ で作動を開始 し,

水銀では不凝縮性ガス封入によ り,除 熱開始

温度 を制御 できることを確認 した。熱輸送量

はカ リウム,水 銀それぞれ最大14kW(設 計値

30kW),19kW(設 計値60kW)で あった。また,

水銀は濡れ性が悪いことか らその能力 を十分

出していないため,濡 れ性改善検討を行い,

ヒー トバイプの構造,添 加剤,製 作方法によ

り改善できる可能性のあることがわかった。

水銀のぬれ性改善の検討では水銀にマ グネ

シウムを添加す るとぬれ性がよくなることが

わかった。 また,ヒ ー トパイプ内部のウィッ

クの改善等を行い,製 作時前ぬらし作業等を

工夫 したが,条 件の検討が必要である。

③ システム評価

システム成立性の評価に必要な熱特性,信

頼性及び媒体の放射化について,解 析評価を

実施 し,ヒ ー トパイプを適用した崩壊熱除去

系の各評価事象に対す る解析評価結果は燃料

及び冷却材バンダリの健全性確保に必要 な除

熱が可能であることがわかった。 また,媒 体

の放射化による遮蔽対策が必要であることが

1000
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わか った。なお,媒 体の放射化反応によるガ

スの影響 はほとん ど無視できる程度である。

(2)二 重管型SGへ の適用検討

ヒー トパイプを熱輸送の中間媒体 として利

用す ることにより,ナ トリウム/水 反応の防

止,リ ークの早期検出を可能にした概念の検

討及び基礎的な検討を実施 したが,高 温から

低温への蒸気輸送,毛 細管力による液輸送等

に検討の余地が残ってお り,今 後 さらに開発

の必要があることがわかった。二重管SGに

適用するための原理 を図20に 示す。

3)ナ トリウム浸漬型無 令却電磁ポンプの開発

従来からFBRに 使用 されるポンプは,主

冷却系の大容量の ものには機械式ポンプ,補

助系の小容量用には強制冷却型電磁 ポンプが

採用 されてきた。

電磁 ポンプは機械式ポンプに比べて効率は

低いが,構 造的には可動部がな く完全密封状

態で電磁力によりナ トリウムを移送できると

いう特徴 を有 している。 このため,機 械式ポ

ンプに比べて効率が低いに もかかわらず,補

助系には多 く採用されてきている。 しか し,

主冷却系等の大容量ポンプ としては,運 転実

績データ,プ ラン トコス トに及ぼす影響評価

及び炉心安全性に対す る評価の不足か らあま

り注目はされなかった。 しか し,電 磁ポンプ

をシステムに適用,ま たは機器 との合体化 を

行 うことにより,プ ラン トの合理化,簡 素化

を図ってい くことが可能となる。

本調査検討では,FBRの 実用化に対応し

たプラン トの簡素化 を念頭に置き,主 循環電

磁 ポンプの概念構築 を始め,他 機器 との合体

の可能性を含めたプラン トへの適用性の検討

を行 った。 また,最 近開発進展の著 しい耐熱

新素材 を利用 して,ナ トリウムに浸漬させ る

無冷却の電磁ポンプを製作し,こ れを評価検

討することによりポンプ成立性のフィージビ

リティ調査を行 った。

①ナ トリウム浸漬型無冷却電磁ポンプの概念

設計検討

電磁ポンプ としては,流 路構成によりいろ

いろの種類があるが,構 造が単純化で き,強

度上の信頼性が高いこと,耐 熱 コイルの製作

上有利なコイル形状を有すること及び大容量

化,他 機器 との合体 に適合 し易いことか ら,

アニュラ型誘導電磁 ポンプを選定 した。構造

概念的には,固 定子鉄心,コ イル等の電気部

品は密閉構造 とし,内 部で発生 した熱はダク

ト等か ら周囲のナ トリウムに自然放熱す る方

式 とした。

②供試電磁ポンプの試作 ・評価検討

高い信頼性 を有するナ トリウム浸漬型無冷

T
図21供 試電磁 ポ ンプ 構造 鳥目敢図

一29一



r

却電磁 ポンプを実現させ るために,電 磁ポン

プを試作 し,ナ トリウムを流動 させた状態で

の評価検討により機能,性 能 を確認 した。ポ

ンプはアニュラ型誘導電磁ポンプで,コ イル

等の主要構造物の熱的評価ができる程度の大

きさとして,1m3/minの 容量 とした。供試電

磁ポンプの構造を図21に 示す。

評価検討はポンプの予熱による評価,ポ ン

プ特性評価,連 続運転による確認等総計4000

時間の試運転を行い,安 定 した機能 ・性能 を

確認 した。これらの評価検討による結果は次

の とお りであった。

・ポンプの予熱は誘導加熱により,十 分均

一に達成できることを確認 した。

・ポンプPQ特 性,効 率特性は設計定格値

6.0

5.0

ρ

壼4・ ・

歯
R3.0

出

ヨ

習2.0

1.0

を十分満足 し,等価回路モデルによる特性

計算法で予測できることを確認 した。供

試電磁ポンプのPQ特 性及び効率特性 を

図22に 示す。

・ポンプの内部温度上昇は△T=100～130

℃で,予測の範囲内にあることを確認 した。

・4000時間の試験運転において,電気絶縁,

異常振動,騒 音等のポンプ機能の不具合

はな く健全であった。 また,連 続 運転前

後における性能の経時変化は認められな

か った。 このポンプの連続運転履歴を図

23に示す。試運転による評価検討で電磁

ポンプ としてのフィージビリティの見通

しが得 られたが,今 後は効率の改善,高

温材料の開発等を進めていく必要がある。

0

35・ ℃1

＼/

＼O s:・一・o
＼9

200 400

〆 恥

、
600

曳

800 1000

流 量Q(e/min)

1200

図22供 試 電磁 ポ ンプP-Q・ 効 率 特性
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● ■ 連続運転後
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月日

試験項目
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Na

温300
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(℃)
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図23供 試電磁ポンプの試運転履歴

表8電 磁 ポ ンプ の適 用 に よるプ ラ ン ト簡素 化 のね らい

適 用 箇所

簡素化のねらい

構 成 例

ポンプ仕様

備 考

1次 主 循 環 ポ ンプ へ の適 用

原チ炉構造,ル ーフスラブ上面配置の簡素化

雛粒ブ

℃oo　
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ん

N

V

甫

m
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千

0

0

数

23

8
度

～
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ム
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程

リ

圧

ト

流

揚

ナ

電

●米国のモジュラー型炉(PRISM)で
1次 主循環電磁ポンプを採用

2次 主 循 環 ポ ンプ へ の 適用
SG上 部に2次 主循環電磁ポンプを内蔵し,
lHX-SG間 の配管短縮による,2次 系システ
ムの簡素化

」

2次主循環電 輿ポ ンプ

艶
'「ト

(霜磁ポンプ内蔵SGの 例1

℃ooる

㎞

a

～
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激

～
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圧
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流

揚

ナ

電

●他の用途として,IHXと 電磁ポンプの合体,
2重 管配管と電磁ポンプ合体等

補 助 系 へ の 適 用
一体化コール ドトラップ採用による純化システム

の簡素化

ヤ
ほ
一ー

-L
「
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詔
㌃
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争

補助ナトリウム

/翻 楠

℃oo　
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百
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激
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流
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稲

●SPX炉 で一体化コールドトラップを採用
●他の用途として,DRACS強 制循環ポンプ,

FFDシ ステム用サンプリングポンプ等

③電磁ポンプのプラン トシステムへの適用性

検討

本電磁ポンプの特徴を生かし,プ ラン トシ

ステムの簡素化のための概念 として,タ ンク

型炉1次 主循環ポンプへの適用,SGと2次

主循環電磁 ポンプの合体及び,電 磁 ポンプー

体型 コール ドトラ ップへの適用等が考 えら

れ,検 討を実施 した。その結果,設 備のコン

パ ク ト化,機 器 との合体化が可能 となる。ナ

トリウム浸漬型無冷却電磁ポンプの適用例 を

表8に 示 す 。

また,電 磁 ポンプの効率は機械式ポンプに
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比べ悪いが,内 部発生熱のナ トリウムによる

回収熱等によりプラン ト所内負荷率の増加分

として0.9%の 微増 となる程度であった。

4)FBR用 運転管理,ISI等 に関す る新

技術の開発(燃 料交換機事前故障検知 シ

ステムの開発)

燃料交換機は発電所定期検査時に炉内の使

用済燃料を新 しい燃料 と交換す るために,燃

料の掴み ・離 し,炉 心からの引き抜 き・挿入,

または炉内中継位置への移送等の機能 を有す

る設備 である。現在の検討では,原 子炉容器

径の コンパク ト化,燃 料交換機 自体の簡素化

火然

*斗

交

換

木幾 つ

・ノ

セ ン サ 運 転 中 デ ー タ

Eセ ン サ
虚辰」功 セ ン サ
ト ノレ ク 、言ト

な と"

等か ら伸縮アーム式燃料交換機が指向されて

いる。 しか し,ナ トリウム中での燃料交換機

の立ち往生に対す る保修が困難であることか

ら何 らかの対応が必要になっている。 このた

め,従 来運転員が経験に基づ いて行 っていた

異常発生の検知,ま たは炉内燃料取扱い時に

おける事故の未然防止 を図るために,人 工知

能(以 下AIと 称す る)を 応用 して燃料交換

機の各可動部が故障発生する前の段階で事前

に検知 し,対 処 してい くことができるように

することが大事 である。

本調査検討では,AIを 利用 した事前故障

検知 システムを構築 し,燃 料交換機の故障メ

定 率灸H芋
デ'一 タ

運 転 ガ イ ド

イ呆 修 ガ イ ド

図24シ ス テ ム 構 成 概 念

カニズムの検討 を行ってい くとともに,診 断

アルゴリズムの成立性及び実機への適用に対

す るフィージビリティを調査 した。

①システム概念の構築

燃料交換途中での炉内立ち往生の防止と部

品の保修頻度の適正化のための保修ガイ ドと

してい くためのシステムへの要求条件 をまと

めるとともにシステムの基本構成の構築 を行

った。システム構成概念を図24に 示す。 シス

テムの基本構成は監視部,1次 診断部,2次

診断部及び定検データ蓄積部から構成 されて

お り,こ のシステムに要求 される条件 として

は,運 転中のデー タの収集,異 常発生の検知,

同定及び異常の波及度,対 策等の診断を行っ

てい くことができるような機能を有すること

としている。
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②異常診断のための基礎調査の実施

燃料交換機異常時の各要素の応答の把握,

異常検知 ・内容同定アルゴリズムの構築に対

しては,同 等の体系下での経験及びデータが

ないため,水 中におけ る要素の基礎的な調査

検討及びモデルによる調査検討 を実施 した。

調査検討は炉内立ち往生に至 る可能性のあ

る要素部品(軸 受等)及 び機構(グ リッパ等)

に対して,実 機条件下で発生す る可能 性のあ

る故障モー ド(摩 耗等)を 設定し,AEセ ン

サー,ト ルクセンサー及び加速度センサーか

ら異常時模擬信号 を検知 した。この調査検討

の結果,従 来か らある トルクセンサーには現

われない異常についても,AEセ ンサーのレ

ベル情報を取 り込んでお くことで,異 常の把

握が可能であることがわかった。 トルクセン

サー及びAEセ ンサーによる各可動部(軸 受,

ジョイン ト及びボールネジ)の 信号 レベルを

それぞれ図25に 示す。 また,異 常検知及び異

常内容同定アルゴ リズムについて も構築で

き,見 通 しが得 られた。ただし,複 数異常の

同定はさらに検討が必要である。構築 したア

ルゴリズムを図26に 示す。

今後の検討については,炉 心内における燃

料交換機の各要素の特性がデータが少ないの

で,炉 心内デー タの蓄積が必要である。

μbar

100

10
フ

レ

ー

キ

ン

グ

軸

受

軸

受

摩

耗
軸

異

混

ll

受

物

入 ユニバーサ ル

ジ ョイ ン ト

異物混 入

ユ ニバ ーサ ル 〔====ユ

ジ ョイ ン ト

摩 耗

口

ボ ールネ ジ

フ レーキ ング

日
ボ ールネ ジ

摩 耗

℃ ボールネ ジ

異物混入

正 常

図25AE信 号 レ ベ ル
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異 常 の 早 期 検 知 異 常 内 容 の 同 定

し き い 値 判 定

異
常
検
知

総 合 判 定

大

　

一レベル判定 特 徴 量 判 定

AE

AE信 号
レ ベ ル

卓越スペ
クトル

スペ ク ト

ルパ タ ー

ン

∈ タ ー ト

*1而 圧

*2

E信 号レベル

(軸受摩耗 ジョイント摩耗を除く異常)
ノ、

大

低 速 時
AE信 号
レ ベ ル

ス トロー
ク再現性

ル ク 変 動llll

(軸 受摩 耗 ジョイント摩耗 零1)

ノ、

大

レ

ト

ル

ク

・ル ク レ ベ ル

(ジョイント摩 耗 零且)
ノ、

駆 動
ト ル ク

卓越スペ
ク トル

、ノ

*2

1

変 動 幅

ハ ー モニ

ク ス 比L常l

L昇 に伴い トルクレベ ル及び変動幅が一L昇す ることについて

聞発試験の中で確認する必要有り
トル クのハーモニ クス比はユニバーサルジ ョイ ントの保修ガイ ド
の機能に用いる。

1
↓

異納 容齪1

図26構 築 ア

③実機への適用性評価

構築 した異常診断アルゴ リズムの実機にお

ける検知性能を評価するとともに,本 システ

ムを導入した場合の効果について検討 した。

・システムの実機適用性評価

実機条件下においても,無 負荷時に診断

を行 う運用 とすれば,シ ステムの評価量で

ある トル ク,AEへ の外乱による影響及び

信号減衰の影響 は少な く,基 本的には実機

に適用できる見通 しが得 られた。ただし,

実機における運転データの蓄積 を図ってい

くことが重要である。

・システムの導入効果

本システムの導入により,交 換機が無保

修 でも従来方式 と同等,ま たはそれ以上の

信頼性 を確保できる可能性があ り,保 修頻

度の低減に資することがわかった。

5)2次 系削除プラン トの調査検討

ル ゴ リ ズ ム

(液相拡散接合法に関する検討)

2次 系を削除することでFBRプ ラントの合

理化 を図ることができ,二 重管型SGの 成立

性がポイン トになることは3.1の1)「 ヘ リ

カルコイル+フ ルー ドヘ ッ ド型二重管蒸気発

生器に係 わる検討」の項 目において報告 した。

しか し,こ のSGは ヘ リカル コイル構造 とし

てお り,二 重管は長尺構造(約70m)と なる。

二重管は現在約25m程 度までは可能であり,

現在の製造技術の延長でさらに長尺の ものを

製造することは可能であるが,溶 接または接

合によって信頼性のある継手が得 られれば容

易に可能 となる。溶接に対す る検討は既に述

べ たが,液 相拡散接合法は母材より低融点の

インサー ト材を接合界面に挿入 し,加 熱 して

接続す る接合方法である。この方法による接

合原理 を図27に 示す。液相拡散接合法による

方法は従来のアー ク溶接 と比較 して溶接熱か

らの影響による材質劣化,熱 変形が小 さい等
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1.接 合温度 ま で 加熱2.母 材 一 部 溶融,溶 液

イ ンサ ー ト金 属 の

溶 融

C四C

1
1

-

1

肋

の 組 成 は

Ciか らClに 変 化

C1で 等 温 凝固 開 始

3.TBで 完 全 に 凝 固

二次 相 の 生 成 は な し

Cs

4.熱 処 理 に よ って 均 質化

Cbm

隔
無 TB TB TB

Tmb:母 材 の 溶 融 温 度,TB魎 接 合 温 度,Cpm:N材 の 組 成,Tmi:イ ン サ ー ト材 の 初 期 溶 融 温 度,

Cs:固 相 線 の 溶 質 濃 度,C1イ ン サ ー ト材 の 初 期 溶 質 濃 度,Cl:液 相 線 の 溶 質 濃 度

図27

の特徴がある。

本調査検討では,こ の液相拡散接合法を二

重管の接合に利用 し,管 一管の接合構造の成

立の見通 しを評価 した。

①FBR用 インサー ト材の開発 と性能把握

FBR用 伝熱管の有力材料 であるMod.9Cr

-1Mo鋼 を母材 として使用 し,イ ンサー ト材

にはSi,Bを 添加 したNi基 アモルファス箔(M

BF50,MBF80)及 び共金系(9CR,9

CR2)の 試作箔を用いて接合評価を行 った。

接合面に垂直に一定圧力(1kgf/cm2)を 加 え,

高周波誘導加熱により所定の温度に保持 して

接合条件 を変えて行った。接合方法及び条件

を図28に 示す。その結果,イ ンサー ト材 とし

ては,時 効衝撃性能,製 造性の点か らNi基 の

Siを含まない系統(MBF80)が 選択され,液

相拡散接合法による継手の性能 としては強度

上母材 と同等であった。接合部の衝撃性能に

ついては,550℃ で時効 した時に低下 したが,

液相拡散接合法の等温保持過程での接合原理

改善できる可能性のあることがわかった。ま

た,接 合継手の健全性検討では,腐 食及び応

力腐食割れも認め られず,母 材と同等の良好

な耐蝕性 を示 した。

②こ二重管の接合方法と性能把握

液相拡散接合法による二重管の接合の評価

を行 い,管 の リー ク検 出用溝の健全性及び引

っ張 り強さ等の強度を確認した。この結果,

管の リーク検出用溝の健全性については,二

重管の接合時の開先加工 として深 さ1.5mm,幅

0.4mmの 溝 を切ることにより,溝部でのガス導

通性を確保 できることがわかった。二重管接

合部の開先形状 と導通性チェックの結果 を図

29に示す。また,二 重管接合材の室温引っ張

り強さは母材 と同等であった。

③非破壊検査技術の検討

液相拡散接合法は従来の各種接合法 とはプ

ロセスが異なるため,従 来の溶接部検査 とは

別の観点か らのアプローチが必要であること
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供 試 イ ン サ ー ト材

Fe Ni Cr Si Mo B

MBF50 一 72 19 7.2 隔 1.5
Ni基

MBF80 一 81 15 一 脚 4

9CR 84 一 9 2 1 4
共金系

9CR2 85
鴨 9 0.5 1 6

ロー ドセル

加 圧 治具

接 合母 材

加 熱 コイル

インサー ト材

チ ャンバー 一

噸

レ

→

～

一圏
～

一「『一→o

/
材/

-

i

/

-

1

/

一

〇

一蓼

液相拡散接合装置

拡散接合試験片

純Ar置 換

温A加 熱保持時間B

度B点 よ り強制

ArCooling

60℃/s

加圧力1.Ok9/㎡

時 間

接合時の熱サイクル

聾 ■回一 凶L囚

接 合 温 度

1150

1200

1250(。C)

接 合 時 間

(㎜)

PWHT条 件

1050℃+740～780℃

図28接 合 方 法 及 び 条 件
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二重管接合部の開先形状 と導通性(溝 状開先)

表9液 相拡散接合継手の性能(総 括)
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検 討 項 目 結 果 の ま と め

イ ンサー ト材 Ni基 9Cr系

組 成(%)Si 7
噛

0 2 0.5

B 1.5 4 4 6

製 造 性 ○ ○ △ △

継手製作条件
1250℃ ×5而h十1050℃ 十780℃

PWHT

継 手 性 能

曲 げ 性 ○ ○ ○ ▲

引 張(室 温) ○ ○ ○ ○

引 張(室 温) O ○ ○ 一

クリー プ破断強度 ○ 一 ○ ○

時効衝撃靱性 △ ○～△ △ ▲

耐食性(高 温水,蒸 気) ○ 一 ○ 一

非破壊検査検出特性

PT ○ ○ ○ ○

MT ▲ ▲ ○ ○

UT ○ ○ ○ ○

RT △ 一 一 一

注)○:良 好 △:劣 る ▲:悪 い
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か ら検討を実施 した。その結果,

・共金系インサー ト材は磁粉探 傷及び超音

波探傷が有力であ り,Ni基 系インサー ト

材では超音波探傷は利用できるが,渦 流

探傷,磁 粉探傷は適用できないことがわ

かった。

・将来的には,二 重管内面の検査のための

ロボットの開発が必要になって くるもの

と考えられる。

④評価

二重管の長尺化については継目無で出来れ

ば問題ないが,現 状の技術 では非常に難 しく,

経済的にも設備の新設等 コス ト的にも割 りが

合 わないもの と考 えられる。従って,接 合に

よる長尺化 を検討 したが,技 術的には液相拡

散接合法は適用性 の可能性が大 きい と見 ら

れ,本 調査検討の結果を表9に 示す。しか し,

強度上の問題,検 査性及び使用実績等さらに

積 んでい くことが必要である。

4.ま と め

昭和62年 度 より3年 間にわたって,FBR

の実用化に資すると考えられる新技術の成立

性を見通すためのフィージビリティ調査検討

を行 った。FBR実 証炉は炉型の成立性研究

を進めることで開発が推進され,1997年 頃に

着工,2003年 頃の運開の予定で今後さらに詳

細な検討に入ってい くもの と思われる。実用

炉はその時点からさらにR&D,コ ス ト低減

努力を重ねて20～30年 後頃になるものと見 ら

れてお り,こ の実用化 されたFBRに 利用さ

れると思われる新技術 を模索 し,そ のフィー

ジビリティを見通 していくことは非常に意義

があるものと考えられる。

本FBR新 技術フ4一 ジビリティ調査は,

システム的なもの,基 盤技術的なもの と大 き

く2つ に分けて実施 した。本調査検討結果の

まとめを表10に 示 した。FBRは 本来持って

いる特性 としての増殖機能の他に,軽 水炉で

は持 ち得ない特徴を有 している。 システム概

念における検討では,ナ トリウムを使用す る

がゆえに高温,高 効率化,高 燃焼度化 または

長期運転サ イクル化 を達成 し得 る可能性 を見

通 した調査検討であった。プラン トの高効率

化については,従 来の発電プラン トの効率に

比べ,効 率アップのための調査検討であった。

発電所等からの熱エネルギー をで きるだけ効

率 よく利用 してい く観点から,FBRの 高効

率化検討はこのニーズに合っていくものであ

る。小型モジュラ型FBRの 日本への適合1生

評価については,日 本のような狭い国土の中

で,大 出力を生み出す大型プラン トの立地場

所を確保することはだんだん難 しくなって き

ていることか ら,発 電プラン トも需要地近接

設置の可能性がある。小型モジュラ型FBR

はモジュール設計,工 場一括製作が可能であ

り,経 済性低減 を図ることができる。しかし,

社会受容性の検討等多 くの検討すべ き課題が

ある。

この他2次 系を削除できる可能性のある二

重管型SG,高 燃焼度化,長 期運転サイクル

をもた らす可能性のあるラッパ管 を削除 した

燃料集合体採用の炉心,ま たは合体型機器の

成立性検討等プラン トの コンパ クト化,コ ス

ト低減に資する新技術が検討 され,成 立性 を

見通せ た。

基盤技術に関す る検討では,こ れらの新技

術の成立性検討を行 うとともに,可 動部のな

い機器の開発について も調査検討を行い,効

率はまだ低 いが,将 来の静止機器の採用,メ
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「

表10FBR新 技術 フ ィー ジビ リテ ィ調 査検 討 結果 の ま とめ

調査検討項目 検討方法 調査検討結果

2次 系削除プラントの調 2次系削除プラントの概念を検 1.二 重管SGを 適用 した2次 系 削除

査検討 討す るとと もに、キ ー的技術 と プラントの合理 化効果を検討 した。

(ヘリカルコイル+フルードヘッドニ なる二重管SGの成立性を調査検 2二 重管SGの キ ーとなる二重 管の

重管SGに係る検討) 討す る。 構造成立性を見通した。

ラッパ管を削除した炉心の合理 1.ラ ッパ管 削除 によ る燃焼度 、運

ラッパ管削除型炉心 化効果の検討を実施するととも 転サイクルの効果を見通し、応
の開発 に、燃料集合体のHHD力 を試験 用炉心の評価を行った。

によ り評価 す る。 2.HHD力 の妥当性を評価 した。

FBRの 高温高効率化の可能性に 1.高 温化 ヒートバランスの検討及 び炉心

FBR高 温高効率シ ついて成立性を調査検討する。 設計を行 った。

ステムの開発 2.高温化への経済性検討で、発電

原価低減の可能性を見通した。

小型モジュラ型FBRの 日 日本 に適合す る小型モジュラ型FBR 1.適合性に関する因子の摘出を行
本への適合性に関す への調査検討及び将来検討すべ い、適合性の調査を実施した。
る検討 き課題の整理を行う。 2.小 型炉 の出力規模を検討 した。

(PRISM、SAFR) a適 合性への課題を整理した。

合体化による問題点(振 動、流 1.合体化構造概念の検討を実施し
ポンプ ーIHX合 体 動)の 検討を実施するとともに 、モデル試験により振動等を評
型機器の開発 、経済性効果を評価する。 価 した。

2.合 体 によ る経済性を評価 した。

ヒ ー トパ イ プ のFBR ヒートパイプの特徴を崩壊熱除 1.カリウム、水銀 を媒体 に利用 し、熱
への適用に関する検 去系及び二重管SGに適用し、そ 輸送性等成立性を見通した。
討 の成立性を試験等により調査検 2.崩壊熱除去系への適用は可能で

討す る。 あ るが、二 重管SGに は難 しい。

ナ トリウム浸漬 型無 ナトリウム に浸 った無冷却型電磁 ポ 1.1m3/minの 供 試 ポ ンプ を製 作 、

冷却電磁ポンプの開 ンプの成立性を供試ポンプで調 試験し、成立性を見通した。
発 査検討す るとともに、 システム 2.シ ス テムへ の適用性を検討 し、

適用性を評価する。 適用可能性を評価した。

AIを利用した燃料交換機の事前 1.AIを 利用 した アル ゴ リズムを構

燃料交換機事前故障 故障検知システム構築の見通し 築 した。

検知システムの開発 を調査検討する。 2.可 動部 の基 礎試験を行 い、 シス

テムの検知性等を調査検討した。

2次 系 削除プラントの調 二重管型SGに利用される二重管 1.適 用インサート材の調査を行 い、試

査検討 の液相拡散接合法による接続法 験等で評価した。
(液相拡散接合法に を調査検討する。 2.接 合法で二 重管の接続 した。

関する検討) 3.非破壊試験法等を検討した。

一39一



ンテナンスフ リー化につながってい くものと

して期待 されるものである。

発電プラン トは何 と言っても経済性が妥当

なものでなければならず,ど のような画期的

な技術でも経済的に成立 していくことが最低

条件 であ り,そ のための技術開発が今後 とも

必要である。

調査検討 した各新技術が,こ のフィージビ

リティ調査で成立性の見通 しがつ き,次 の展

開につながってい くことがで きれば幸いであ

る。最後に,こ の調査検討 を行 うにあたって,

東京工業大学の藤家教授 をはじめ,検 討委員

会,各 ワーキンググループの委員及び具体的

な調査検討 を行 った各 メーカの関係者に謝意

を表するものである。(ふ じい としお

主管研究貝)

参考資料

(1)「2次 系削除プラン トの調査検討」報告書

(ヘ リカルコイル+フ ルー ドヘ ッ ド型二

重管蒸気発生器に係わる検討)

昭和62年 度,昭 和63年 度,平 成元年度版

(2)「 ラッパ管削除型炉心の開発」報告書

昭和62年 度,昭 和63年 度,平 成元年度版

(3)「FBR高 温高効率システムの開発」報告書

昭和62年 度,昭 和63年 度,平 成元年度版

(4)「 小型モジュラ型FBRの 日本への適用

性に関する調査検討」報告書

(PRISMに 係わる検討)
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(7)「 ヒー トパイプのFBRへ の適用に関す

る検討」報告書

昭和62年 度,昭 和63年 度,平 成元年度版

(8)「 ナ トリウム浸漬型無冷却電磁 ポンプの

開発」報告書

昭和62年 度,昭 和63年 度,平 成元年度版

(9)「FBR用 運転管理,ISI等 に関する新

技術の開発」報告書(燃 料交換機事前故

障検知 システムの開発)

昭和62年 度,昭 和63年 度,平 成元年度版

⑩ 「2次 系削除プラン トの調査検討」報告書

(液相拡散接合法に関する検討)

昭和62年 度,昭 和63年 度,平 成元年度版

(11)「高速増殖炉利用システム開発調査」報告

書(FBR新 技術 フィー ジビリティ調査

に関するもの)

昭和62年 度,昭 和63年 度,平 成元年度版
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自動化の視点か らみた入間 と機械の役割分担

黒 沢 厚 志

1.は じ め に

近年,制 御および コンピュータ技術の進展

にともない,各 種エネルギー産業においても

プラン ト運転等の部分的および完全な自動化

が進展 している。このような自動化は,人 間

と機械の役割 を変容させ るものであ り,人 間

の直接操作 していた機械 をコンピュータ制御

す るようになると,人 間の役割は操作か ら監

視へ と変化す る。また最近は,エ キスパー ト

システムの導入にみ られるように,自 動化の

対象領域は単純労働か ら熟練労働へ と拡大し

てお り,機 械の役割 も制御だけではな く判断

にまでおよぶことがある。

このような自動化の進展は,人 間 と操作対

象である機械 とのインターフェイスの設計お

よび利用の方法論 を従来にもまして重要な も

のとしている。また,イ ンターフェイス設計

の背景には,目 的遂行へ向けての人間と機械

の役割分担の設定 という,幅 広い視点からの

配慮を必要 とする課題がある。

原子力分野をみ ると,ス リーマイルアイラ

ン ド事故やチ ェル ノブイ リ事故 を発端 とし

て,人 間の過誤を原因 とす る事故防止の観点

からヒューマンファクタに関する議論がなさ

れてきた。ここでは原子力分野 を中心 として,

自動化の現状,人 間と機械の役割分担に関す

る研究動向,役 割分担のガイ ドラインについ

てその概要をまとめることとす る。

2.産 業 に お け る 自動 化

2.1自 動化 を支える基礎技術

原子力,火 力,化 学プラン ト,船 舶,鉄 道,

航 空などの産業においては,従 来か ら経済性,

信頼性,安 全性 などの要因か ら自動化 を推進

してお り,制 御,計 算機等の基礎技術の進歩

がそれを支えている。

1960年 代には,プ ロセスの状態をコンピュ

ータで監視 しなが ら最適条件 を演算,指 示す

る計算機制御の導入や,半 導体技術の進歩に

となう制御機器信頼性の向上により,自 動化

を前提 とした設備計画は当然のこととなった。

その後,マ イクロコンピュー タの出現によ

り自動制御の機能はさらに高 まり,従 来のア

ナログ制御の多くはデジタル化 した。 また,

高速データ通信の活用により,サ ブシステム

を統合,階 層化 して、大量の情報お よびエネ

ルギーを取 り扱 う大規模 システムを構築する

ようになると,シ ステムのかな りの部分にお

いて自動化技術 を導入している。

これら自動化 を支える基礎技術 をまとめる

'と
,以 下の5つ の視点で整理できる。

① シーケンス制御およびフィー ドバ ック制

御などの 「制御理論」
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②集中型,分 散型などの 「システム構成」

③ 自己診断機能,二 重化による冗長システ

ムなどの 「信頼性確保」

④手足,五 感,判 断といった人間機能の代

替である 「センサー,操 作機器,人 工知

能技術」

⑤遠隔スイッチから制御盤へ,さ らにはC

RT制 御へ といった 「ヒューマンインタ

ーフェイス」

2.2コ ンピュー タシステムの信頼 性

原子力発電所および銀行オンライン等の,

自動化された巨大 システムに利用 される社会

基盤 としての コンピュータシステムの障害時

の影響は,最 小限に とどめることが必要であ

り,図 一1に 示 した信頼性,安 全性,コ ス ト,

セキュリティ等の要求特性 を満足 させ なけれ

ばいけない。このように,コ ンピュー タの信

頼性は,自 動化 システムの信頼性確保の うえ

で重要な要素のひ とつである。

障害の原因には,製 造上の欠陥,素 子劣化,

予期 しない負荷 といった「物理的要因」,シ ス

テム仕様,設 計,運 用段階における単純なエ

ラーである「自然発生的な人的要因」,シ ステ

ム破壊 ・妨害,デ ータ改 ざん ・盗用 といった

「意図的な人的要因」,お よび 「災害」に分類

で きる。現在は,こ のような各種の障害原因

が生起 して も,全 体 システム保護のため,コ

ンピュー タ構成要素の障害 を全体システムの

致命的障害に拡大 させない方針(こ れをフォ

ール トトレランスと呼ぶ)に 基づいた,大 規

模 システム構築を行 うのが普通である。コン

ピュー タを二重化 し,一 方のコンピュータに

障害が起 こっても他の コンピュータがその機

能を受け継いでサービスを行 うことは,フ ォ

ール トトレランスのよい例である。

また,OECD(経 済協力開発機構)は,

13加盟国に対 し,原 子力発電所制御室におけ
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る計算機利用に関す る調査を行 っている。そ

の結果をみると,計 算機利用の方針 として,

データ収集,情 報表示,運 転貝支援,デ ータ

ログなど制御系への応用には,ほ とんどの国

が同意 しているのに対 し,運 転員の直接支援

など,安 全機能に関連す る部分への適用に関

す る思想は国によって異なっている。

プラン ト運転等に導入が図 られつつある,

コンピュータを利用 した支援システムの信頼

性 を確保 してい くためには,ハ ー ドウェアお

よびソフ トウェアといった,い わば機械側の

システム信頼性 とともに,特 に異常時におけ

る人間のエラーの低減に配慮 し,マ ンマシン

システム全体 としての信頼性 を確保 していく

ことが必要である。

2.3原 子力発電所運転の自動化

原子力発電所運転の 自動化 は,前 述の 自動

化関連技術 を適用することでなされてきた。

デジタル制御,分 散ネッ トワーク,コ ンピュ

ータの二重化によるフォール トトレランスと

いった技術は既に採用されてお り,近 年建設

されたプラン トにおいては,通 常運転時の大

部分の機能を自動制御す るようになっている。

ヒューマンインターフェイスに関しては,

人間工学的要素 を配慮 した制御盤のスイッチ

配置や,カ ラーCRT,大 型ディスプレイ,

ミミック(注1)の 採用,さ らには運転支援

システムに関する研究開発が行 われていると

ころである。

また,日 本の原子力発電所要員の役割をみ

ると,制 御から監視へ といった産業界一般に

み られるプロセス制御の変遷 と同様の軌跡を

たどってお り,・3交代運転直体制による24時

間運転が行われている。

共同利用の運転訓練センター,発 電所サイ

トにある小型シミュレータなどを活用 した運

転訓練 も行なわれている。

また,自 動化 の進展をふ まえ,現 在および

今後 ともに,世 代交代 にともなう,建 設,停

止,異 常時の経験 を持つ運転員 と持たない運

転員の間のノウハ ウの伝承,技 能 レベルの維

持向上 を図るべ きであろう。

3.自 動化 と人間と機械 との役割分担

感覚特性,知 覚特性,注 意の範囲,短 期記

憶容量やその減衰時間,判 断時間,運 動のコ

ン トロールなどの特性によって明 らかにされ

る人間の情報処理のメカニズムを 「認知プロ

セス」 と呼んでいる。このような認知プロセ

ス全般 を扱 う心理学 を 「認知心理学」 と呼ん

でお り,近 年は活発 な研究を行 っている分野

である。

前章2.で 触れたように,自 動化が進行す

ると,シ ステムに関わる人間の役割は変化 し

てい く。以下に,人 間工学や認知心理学など

の知見をとりいれた人間 と機械の果たす役割

の分担,情 報の交換 を行 うインターフェイス

についての研究動向,お よび関連す るガイ ド

ラインの動向を紹介する。

3.1役 割分担の方法

従来の人間 と機械の役割分担手法は,シ ス

テムの機能 を定義 した後,人 間 と機械それぞ

れの長所,短 所を考慮 しながら,あ らか じめ

考 えられたタス ク(あ る目的遂行のために,

必要 な作業の一部)を 人間と機械に割 り振 る,

●静的
,定 性的なものであった。しかし近年は,

技術進歩にともなう設計の柔軟化,評 価要因

の多様化(社 会的,経 済的,政 治的,心 理的,
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哲 学 的)な どの 理 由 か ら,動 的,定 量 的 な役

割 分 担 手 法 が 求 め られ て い る。

同 時 に,多 数 の タス ク を実 行 しな け れ ば い

け な い 状 態 で あ る 「多重 タ ス ク状 態 」 に お か

れ た 人 間 が,一 度 に どれ だ け の 認 知 タ ス クを

処 理 す る こ とが で き るか は,シ ス テ ム,特 に

イ ン ター フ ェ イ ス設 計 に お い て 重 要 な要 素 で

あ り,人 間 で も機 械 で もで き る タ ス クの 動 的

な 配 分(DynamicTaskAllocation)の 研 究

も進 め ら れ て い る。

そ の研 究 動 向 を み る と,DynamicTask

Allocationに お け る コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン 形

態 と し て,人 間 が コ ン ピ ュー タの 行 動 を指 示

す る,従 来 の 「ダ イ ア ロ グ ・べ 一 ス 」 か ら,

コ ン ピ ュー タが 人 間 の 意 志 決 定,お よび 行 動

モ デ ル に基 づ く予 測 を行 い,コ ミュ ニ ケ ー シ

ョ ン 関 連 の 認 知 的 負 荷 を軽 減 させ る 「モ デ

ル ・べ 一 ス」へ と関 心 が 移 って い る。 モ デ ル ・

べ 一 ス の コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ンの た め に は,人

間 が い か に事 象 を認 知 し,判 断 し,行 動 す る

か とい っ た 人 間 の モ デ ル化 を行 わ な け れ ば い

け な い。 一 度 に 扱 え る認 知 タ ス クの 最 適 数 は

3程 度 で あ る とい う最 近 の 報 告 も あ る の で,

今 後 は理 論 と実 験 の 両 面 か ら の ア プ ロー チ を

さ らに す す め るべ きで あ ろ う。

原 子 力 分 野 に お い て は,元 リ ソ国 立 研 究 所

(デ ンマ ー ク)の ラ ス ム ッセ ン に よ り,ス キル

(反射 操 作),ル ー ル(規 則),ナ レ ッ ジ(知 識)の

3種 類 の 行 動 モ デ ル が 提 案 さ れ,原 子 力 発 電

所 の 設 計 者,運 転 員,計 算 機 へ 認知 タ ス ク を配

分 す る試 み も行 わ れ て きた。近 年 は,チ ェ ル ノ

ブ イ リ事 故 等 の 影 響 も あ り,組 織 に お け る コ

ミュ ニ ケ ー シ ョン,つ ま り人 間 と人 間 の コ ミ

ュ ニ ケー シ ョン な ど,さ らに 広 い視 点 か ら役

割 分 担 を と ら え る必 要 が あ る とさ れ て い る。

さ ら に,コ ン ピ ュ ー タが 家 庭 に ま で導 入 さ

れ る よ うに な る と,人 間 と コ ン ピ ュー タ との

関 わ り(HumanComputerlnteraction),特

に イ ン ター フ ェ イ ス 設 計 を重 要 視 す べ きで あ

る とい う要 求 も 当 然 高 ま っ て くる。 そ こで,

マ サ チ ュ ー セ ッ ツ 工 科 大 学(MIT)の

Schneidermanら は,言 語 的 表 現 よ り も,視

覚 化 さ れ た シ ン ボ ル に 対 して操 作 を行 う こ と

で,理 解 しや す く,制 御 感 覚 の 満 足 度 の 高 い

イ ン ター フ ェ イ ス を設 計 す る こ とが 可 能 で,

そ の 結 果 人 間 のパ フ ォ ー マ ン ス も 向上 す る と

して お り,そ の よ うな イ ン ター フ ェ イ ス の 形

式 をDirectManipulationと 名 付 け た(そ の

代 表 的 な例 が ア ップ ル 社 の コ ン ピ ュー タ 「マ

ッ キ ン トッ シ ュ」 に み られ る)。 この よ うに,

メニ ュー,表 入 力,コ マ ン ドラ ン ゲ ー ジ と い

っ た従 来 の イ ン タ ー フ ェ イ ス 方 式 か ら,自 然

言 語,さ らに はDirectManipulationへ と関

心 が 移 って い る。 研 究 べ 一 ス で は あ るが,原

子 力 分 野 に お い て も,軽 水 炉,FBR(高 速

増 殖 炉)の 制 御 イ ン ター フ ェ イ スへ の 適 用 を

試 み た研 究 もあ る(図 一2参 照)。

3.2イ ン タ ー フ ェ イ ス 設 計

ガ イ ドラ イ ン の例

(1)米 国 の 中 央 制 御 室 設 計 ガ イ ドラ イ ン

米 国NRCは,中 央 制 御 室 に 関 す る人 間工

学 的 設 計 ガ イ ドラ イ ンNUREG-0700の 発 行

以 降,中 央 制 御 室 の マ ンマ シ ン イ ン ター フ ェ

イ ス評 価 に 関 す る研 究 を進 め て い る。1985年

に は,安 価 で 柔 軟1生の 高 い イ ン ター フ ェ イ ス

機 器 で あ るCRT利 用 の 拡 大 の 動 向 を反 映

し,ア イ ダ ホ国 立 工 学 研 究 所(INEL)の

Gilmoreら の作 業 の 成 果 で あ る,ガ イ ドラ イ

ン'HumanEngineeringGuidelinesfor
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図 一2BWRモ デ ル に お け るDirectManipulationInterface画 面(2)

theEvaluationandAssessrnentofVideo

DisplayUnit(NUREG/CR-4227)'を 発 行

して い る。 さ らに,NRCは 新 型制 御 技 術 の

原 子 力 発 電 所 へ の 導 入 に 関 す る ガ イ ドラ イ ン

を作 成 しよ う と し て お り,電 力 会 社,メ ー カ

ー
,原 子 力 発 電所 に対 す る ヒ ア リン グ を実 施

し,今 後 取 り組 む べ きテ ー マ の ひ と?に,人

間 と新 型 制 御 機 器 の 間 で のDynamicTask

Allocationを と りあ げ て い る。

(2)IEC964'DesignforControI

RoomsofNuclearPowerPlants'

IEC(lnternationalElectrotechnical

Commission,国 際 電 気 標 準 会 議)は,1908年

に発 足 し,現 在 ま で に40以 上 の加 盟 国 を有 す

る電 気 関 連(電 気,電 子,通 信 等)国 際 規 格

の 決 定 機 関 で あ る。IECに は約80の 技 術 委

員 会(TechnicalCommittee,TC)が あ り,

そ の 下 部 に は約130の 分 科 会(SubCommit-

tee,SC)が 設 け られ て 活動 を行 っ て い る。

そ の う ち,技 術 委 員 会TC45の 作 業 部 会W

GA8(チ ェ ア マ ン ニ日本 原 子 力 研 究 所 若 山

氏)を 中 心 に,原 子 力 計 測 関 連 規 格 の 検 討 を

進 め て お り,1989年3月 に は,IEC964

'DesignforControlRoomsofNuclear

PowerPlants'を ま とめ て い る。

ガ イ ドラ イ ン で は,図 一3に 示 す よ うに,制

御 シ ス テ ム の定 義 を明 確 に 与 え て お り,人 間

が 行 う役 割 を,
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① 自動制御のバ ックアップ制御 を含む 「手

動操作」

②手動および自動制御両方を含む 「監視」

③異常時,想 定外事象における原因診断お

よび対応 といった 「高度な精神作業」

とし,機械が行 う役割 を自動運転 としている。

また,図 一4に 示す ように,シ ステム設計プ

ロセスの進め方 として,以 下の3つ をとりあ

げている。

① タス ク分析

②人間工学的および認知心理学的な計測因

子 との整合性を図ったうえでの分担基準

の決定

(i)人 間/機 械の役割分担

(ii)遠 隔制御/ロ ーカル制御の分担

(iii)運転支援システム使用の是非

③計測因子と分担基準を比較 しなが らの分

担決定

加 えて,原 子力,人 間工学,制 御,情 報,

運転経験者等か らなる評価チームの設置を推

奨 している。

既に規格採用を決定した,フ ランス,イ ギ

リスに加えて,原 子力発電所所有各国におい

てガイ ドラインの適用を検討中である。また,

一部の国では,建設中,建設予定のプ ラン トを

含めたガイ ドラインの適用 も検討 している。

(3)ISOTC159委 員会の活動

ISO(lnternationalStandardization

Organization,国 際標準化機構)は,農 林水

産物,鉱 工業製品に関する国際標準化 を推進

し,物 資およびサービスの国際交流を円滑に

することを目的として,1947年 に発足 した国

際機関である。

そのうち,技 術委員会TC159(人 間工学担

当)委員会の分科委貝会SC6に おいては,「作

業システムの人間工学的設計」を担当してお

り,その うち作業部会WG3は 技術系 システム

の制御のコンソール,情 報表示盤,パ ネル等

の基礎的人間工学的原理 を扱ってお り,日 本

からも委員が参加 している。

WG3に おいては,従 来から 「目標」,「基

礎規格」,「ISOの 整備すべ き規格」といっ

たフレームワー クの もとで作業を進めてきて

お り,考 慮すべ き 「目標」と 「基礎規格」に,

以下の項 目をあげている。

・目標:安 全性 ,信 頼性,効 率,ワ ー クロ

ー ド削減,社 会的認知

・基礎規格:生 体測定 ,人 間工学,計 測指

標,認 識,認 知,評 価手法,環 境,

用語の統一

WG3に おける制御室のイメー ジは,元 々

は化学プロセス等の装置産業を対象 としたも

のであったが,最 近の関心は原子力発電所 を

はじめ とす る,よ り広範囲の 「制御および監

視 システム」に移 って きてお り,人 間,物 質,

エネルギー,情 報など多様な産業における制

御 と監視 を,「 システム目的」と 「操作度」と

いう基本要因を中心に,他 の要因も考慮 しな

がら検討 を進めているところである。

4.役 割分担ガイ ドラインの必要性

4.1評 価要素

システムを自動化するにはなんらかの理由

(負荷削減,人 件費削減,シ ステム効率向上

など)が あるはずであ り,そ の理由を最低限

満足すべ き目標 とみなせば,そ れらは評価要

素 とみなせ る。 自動化の もたらす,監 視や確

認作業の増加,覚 醒度の低下による労働の質

的変化 といった要素,あ るシステムに対 して

別の人間が本当に同 じ能力 をもつか(個 体間
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(矢印は 設計 お よび情報 の 流れ を示 す)
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差)お よ び あ る 人 間 は どの よ う な個 人 的 背 景

に あ っ て も同 じ能 力 を もつ か(個 体 内 差)と

い っ た要 素,さ ら に は シ ス テ ム の 理 解 の しや

す さ な ど,多 数 の 要 因 を考 慮 し役 割 分 担 を行

うべ き で あ ろ う。

ス リー マ イル ア イ ラ ン ド事 故 以 降 の 一連 の

米 国 の ヒュ ー マ ン フ ァ クタ研 究 の 成 果 を ま と

め た,'HandbookofReliabilityAnalysis

withEmphasisonNuclearPowerPlant

Applications(NUREG/CR-1278)'と い うハ

ン ドブ ッ クが あ り,そ の 一 部 に は,原 子 力 発

電所 の 運 転 を対 象 と し た評 価 要 素 を 包 括 的 に

ま と め た 行 動 形 成 因 子(PSF,Perfor-

manceShapingFactors)の 説 明 が あ る。

4.2自 動化 レベルに適合 した役割分担

原子力発電所等の大規模 システムにおいて

は,そ の設置時期によって運転制御用のイン

ターフェイスは異な り,そ の一方で,大 部分

のシステムにおいて安全性が確保されて きた

実績 を考慮すると,自 動化のレベルとあるべ

き役割分担の姿を整理 してお く必要がある。

米国オー クリッジ国立研究所(ORNL)の

Whiteは,図 一5に 示すように,自 動化 レベル

とシステム機能のレベルについて整理 してお

り,こ のように,何 らかの基準 を設定 して自

動化 レベルを定義 し,そ のクラスに応 じた役

割分担評価 を行 うべ きである。

置
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4.3イ ン ター フ ェ イ ス の独 立 性

パ ー ソナ ル コン ピ ュー タや ワー クス テー シ

ョ ンが 大 型 計 算 機 と比 較 して 近 年 大 幅 に使 用

され て い る理 由 と して,コ ス トの 問題 に加 え

て,イ ン ター フ ェ イ ス の使 い や す さが あ る。

そ の よ うな 背 景 もあ り,最 近 の イ ン ター フ ェ

イ ス研 究 で は,ア プ リケー シ ョン ソ フ トウ ェ

ア と人 間 の 間 に 存 在 して情 報 交 換 を行 うイ ン

ター フ ェ イ ス部 分 を独 立 に 扱 い,「ユ ー ザ ー イ

ン ター フ ェ イ ス マ ネ ー ジ メ ン トシ ス テ ム(U

IMS)」 に よ っ て 管 理 す る とい う コ ン セ プ ト

を取 り上 げ て い る。 従 来 は ア プ リケ ー シ ョ ン

に 従 属 し,付 加 的 部 分 とみ な さ れ て い た イ ン

ター フ ェ イ ス は,ハ ー ドウ ェ ア技 術 の 進 展 と

も あ い ま っ て,近 年 そ の ソ フ トウ ェ ア設 計 に

お け る比 重 を 高 め て お り,つ い に は 独 立 す る

よ うに な っ た。

4.1で 述 べ た よ うな,DirectManipulation

Interfaceの 研 究 動 向 な ど を考 慮 す る と,操 作

方 法 を 自 由 に 変 更 で き る柔 軟 性 の 高 い イ ン タ

ー フ ェ イ ス も技 術 的 に は 設 計 可 能 とな って き

て い る。こ の よ う な,「 イ ン ター フ ェ イ ス の 独

立 性 と柔 軟 性 の 進 展 」 は,原 子 力 発 電 所 の 中

央 制 御 室 等 の イ ン ター フ ェ イ ス 設 計 に も影 響

を与 え る と予 想 さ れ る ため,イ ン タ ー フ ェ イ

ス に 重 点 をお い た,ま た は さ ら に イ ン ター フ

ェ イ ス を独 立 して 評 価 す る必 要 性 が 高 ま っ て

くる もの と思 わ れ る。

4.4新 型インターフェイスへの適応

CRTや その他のスクリーンを使用 したゲ

ームなどを通 じて,CRT画 面およびその上

での操作に慣れ親 しんだ世代は,近 い将来の

プラン ト等の制御インターフェイスに取 り組

むことになる。その場合は,制 御盤およびハ

一 ドウ ェ ア ス イ ッチ とい っ た従 来 型 の イ ン タ

ー フ ェ イ ス よ り もCRT中 心 の イ ン タ ー フ ェ

イ スへ の適 応 性 が 高 い こ と も考 え られ る。

1990年 内 に運 転 開 始 を予 定 して い るフ ラ ン

ス のN4型 原 子 力 発 電 所 に お け る,大 幅 なC

RT制 御,ト ラ ッ ク ボー ル(注2)の 使 用,

大 画 面 ミ ミ ッ クの 採 用 な ど に み られ る よ う

に,今 後 も次 々 に新 しい イ ン ター フ ェ イ ス の

採 用 が 図 られ て い く。 タ ッチ ス ク リー ン,ラ

イ トペ ン,マ ウ ス,ト ラ ッ ク ボー ル な どの い

わ ゆ る ポ イ ン テ ィ ン グ デバ イ ス とCRTを 使

用 した制 御 は ソフ ト'ウェ ア 制 御 の利 点 で あ る

柔 軟 性 を 生 か しつ つ 採 用 さ れ て い く で あ ろ

う。

5.ま と め

自動化 のもたらす労働の質,量 の変容によ

り,人 間は想定 していない事象に対するバ ッ

クアップの役割を担 うことも今後増加 してい

くと思われる。システム自動化後の信頼性お

よび安全性確保 のためには,人 間 とコンピュ

ー タの調和 を保ちつつ情報を適切に抽象化 ・

集約化 して表示す るインターフェイス,自 動

化関連知識,異 常時疑似体験,熟 練技術者の

ノウハウ ・トラブル体験の伝承などの視点か

らの教育訓練,組 織的要因を考慮 した自動化

システムの安全性 ・信頼1生分析など,自 動化

の進展 を認識 した役割分担の方法論 を必要 と

する。

役割分担評価 を実施するにあたっては,I

ECの ガイ ドライン等にみ られるように,評

価 目的および評価対象範囲を明確にしてお く

ことが必要であり,シ ステムの通常時および

異常時に対する評価の両方に配慮すべ きであ

る。個体間および個体内の差異,シ ステムの
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透明性に注意を払いながち評価を進め るべき

である。

また,CRTを 使用 したインターフェイス

は,そ の設計の柔軟性等から今後のインター

フェイスの主流 となってい くものと思われ,

インター フェイス部分のシステム設計におけ

る比重 も高まってお り,今 後は,ポ インティ

ングデバイスおよびCRTを 用いたインター

フェイス設計に重点をおいた,評 価ガイ ドラ

インおよび役割分担手法を確立する必要があ

る。

これまでに述べ てきたように,NUREG,

IEC,ISOと いった各種ガイ ドラインの

制定動向や,DynamicTaskAllocationに 代

表 される役割分担手法研究の進展を踏 まえ,

自動化レベルに適合 し,チーム行動や組織論,

設計者 と使用者 といった視点を組み入れた統

合的役割分担手法が今後必要 となってい くと

思われる。

6.あ とが き

1990年7月9日 ～13日 に は,ミ ュ ンヘ ン(西

ドイ ツ)に お い てIAEAの 主 催 す る,「 原 子

力 発 電 所 に お け る 自動 化 と人 間 行 動 の バ ラ ン

ス に関 す る国 際 シ ン ポ ジ ウ ム(lnternational

SymposiumonBalancingAutomationand

HumanActioninNuclearPowerPlants)」

が 開 催 予 定 で あ り,各 国 は,自 動 化 と人 間 の

役 割 に 関 す る考 え 方 や 研 究 開 発 の 成 果 を発 表

す る こ と に な る と思 わ れ る。

大 規 模 シ ス テ ム の 安 全 性,信 頼 性 を 向上 さ

せ る た め に,自 動 化 の メ リッ トとデ メ リ ッ ト

を勘 案 しつ つ,人 間 と機 械 の役 割 分 担 に 関 す

る基 礎 的研 究 や 応 用 開 発 を今 後 と も注 目 して

行 きた い 。(く ろ さ わ あ つ し 研 究 員)

(注1)ミ ミック

中央制御室等において機器の構成要素 をエ

ネルギーや他のシステム動作の流れ,あ るい

は人間行動の適切な順序を示す模式図で表現

し,そ の要素を矢印等で結んで図示 したバネ

ルの配列

(注2)ト ラックボール

ボールを回転 させ ることに より,デ ィスプ

レイ上のカー ソルを任意の方向に移動可能と

する小型の入力機器
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固体電解質型燃料電池の技術開発状況

岩 城 秀 雄

はじめに

燃料電池(FuelCell)は 天然ガスなどの燃

料の持つ化学エネルギーを直接電気に変換で

きる新 しいエネルギー変換装置であ り,電 解

質の種類により,主 にアルカ リ型(AFC),

リン酸型(PAFC),溶 融炭酸塩型(MCF

C),固 体電解質型(SOFC)に 分類される。

現在,リ ン酸型が商用化一歩手前の段階にあ

り,溶 融炭酸塩型 と固体電解質型は開発途上

にある。

燃料電池は従来の火力発電方式に比べて,

大気汚染物質の排出が少な く,発 電効率が高

いことに加 え,そ の排熱 を利用すればエネル

ギーの有効利用がで きる等の特徴 を有 し,地

球環境保全の面からも将来の電源 として注目

されている。特に,固 体電解質型燃料電池は,

現在,基 礎的な研究段階ではあるものの,高

温作動型の燃料電池であることかち,高 出力

密度 ・高効率,コ ジェネレー ションシステム

への応用やスチームタービンとの併用が可能

であ り,コ ジェネレーション用お よび電気事

業用などの電源 として期待 されている。

数年前 までは,固 体電解質型燃料電池の実

用化には長期にわたる基礎研究が必要 と考 え

られていた1)が,最 近のセラ ミックス技術開

発などの進歩に加 えて,地 球環境問題等の社

会的関心等から,研 究開発の機運が高 まって

いる。

本稿 では,今 後,世 界的にますます加速さ

れて行 くと考えらπる固体電解質型燃料電池

の国内外の技術開発状況の概要について述べ

る。

1.燃 料電池の種類 と特徴

一般に電池 といえば電気化学反応 を利用 し

た 「電気のため池」であ り,電 気 を取 り出し

て しまえば電池寿命が終わる1次 電池(例 え

ば,乾 電池)と 充電によって反復使用できる

2次 電池(例 えば,蓄 電池)が あるが,い ず

れ も反応物質 を電池内に蓄えてお り,持 ち運

びの容易な独立電源になっている。 これに対

して,燃 料電池は電池本体 に反応物質を蓄え

ておらず,反 応する物質(燃 料 と空気 ・酸素

等)が 外部から供給 されたとき,そ の反応エ

ネルギーにより電力が得 ちれ,か つ反応後の

生成物 も除去するようになってお り,反 応物

質の補給が続 く限 り電気を発生することがで

きるものである。

一般 に燃料電池には次の ような特徴が あ

り,電 気事業用や コジェネレーション用 とし

て期待 されている。

① 従来の火力発電が燃料の化学エネルギ

ー を熱エネルギー,機 械エネルギーへの
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変換過程を必要 とす るの と異な り,化 学

エネルギー を直接電気に変えるので,高

い発電効率が得 られる。

② 発電設備は,単 セルを積層 した構造 と

なるため,目 的に応 じていろいろな容量

を選定できる。また,効 率が容量にあま

り左右 されず,部 分負荷 でも他の発電方

式に比べ,大 幅に低下 しない。

③ 電池反応は燃焼反応ではないので,窒

素酸化物(NOx)の 発生が少ない。 ま

た,可 動部分がほ とんどないので,騒 音,振

動の発生が少ない。

燃料電池は図12)に 示すように,燃 料極(水

素 などの燃料が電気化学的 に酸化 され る電

極),空 気極(空 気中の酸素等の酸化剤が電気

化学的に還元 される電極,酸 素極 ともいう)

およびその間にある電解質(イ オン電導 を行

う物質)か ら構成される。現在開発が進めら

れている燃料電池は,電 解質の違 いにより,

表12)の ように分類される。

電子

未反応の水素一

θ ㊥
ス___輔 一 多

'

一

燃
料
極
髪

髪
電解質

多
〆

酸
素
極

素『『 _」 勇
ノ

/

一

一一一 酸 素 ガ ス

一 一一未 反応 の酸 素
,水(水 蒸 気)

図1燃 料電池の基本構成

リン酸型(PAFC)は,電 解質に リン酸,

電極に白金触媒 を用い,作動温度は200℃ 前後

であ り,MW級 の試験段階に入っているなど

実用化の検討が最 も進んでいる。

溶融炭酸塩型(MCFC)は,電 解質に溶

融炭酸塩を用い,作 動温度が700℃ 程度 とリン

酸型に比べ高 く,そ のため電池の反応が活発

とな り,内 部抵抗が小 さく,電 極に白金を用

いな くて も高効率が得 られ る等の特徴 を有

し,現在100kW級 のスタックに向けて研究開発

を推進 している。

固体電解質型(SOFC)は,後 述のよう

に,電 解質にジルコニア系セラミックスを用

い,1000℃ 程度の高温で作動す るもので,構

成要素がすべ て固体であ るため構造 が簡単

で,か つ効率 も高いことなどか ら期待 されて

お り,現 在数kWか ら数十kW級 の実験機の

段階(円 筒型)で 研究が進んでいる。

2.SOFC開 発 の 経 緯1-8)

燃料 電 池 は,19世 紀 前 半(1839年)イ ギ リ

ス の グ ロー ブ卿(SirWilliamR.Grove)に

よ っ て 発 明 さ れ た とさ れ て い る。 これ が 燃 料

電 池 試 作 第1号 で あ る 。

現 在 の 燃 料 電 池 の 基 礎 とな る研 究 は,1950

年 代 の べ 一 コ ンに よ る ア ル カ リ型 燃 料 電 池 の
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表1燃 料電 池(水 素 一 酸素 系)の 種 類 と特徴

種 類 アル カ リ型(AFC) リン酸 型(PAFC) 溶融炭酸塩型(MCFC) 固体電解質型(SOFC)

電 解 質 力性 カリ水溶液 リ ン 酸 溶 融 炭 酸 塩 安定化ジルコニァ

反応 を仲介するイオン OH一 H+ CO∫ 一 0唱 噛

作 動 温 度 常 温～100℃ 150～220℃ 600～700℃ 900～1000℃

反 応 物 質 純 水 素 粗 製 水 素 粗 製 水 素 粗 製 水 素

使 用 可 能 な 燃 料 精製された水素,電 解工業に於け
る副生水素な ど

天 然 ガ ス

メ タ ノ ー ル

ナ フサ までの軽 質 油

天 然 ガ ス

メ タ ノ ー ル

石 油

石 炭

天 然 ガ ス

メ タ ノ ー ル

石 油

石 炭

動 作 原 理

(水 素 極 反 応)

(酸 素 極 反 応)
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極 質 極

H2十20H-→2H20十2e一

う「02十H20十2e-→20H¶

水 電 酸

素 解 素

極 質 極

H2→2H←+2e一

ナ02十2H← 十2e哺 →H20

水 電 酸

素 解 素

極 質 極

H2十CO∫}→H20十CO2十2ゼ

魂「02十CO2十2e-→CO3-一

水 電 酸

素 解 素

極 質 極

H2十 〇願一→H20十2ビ

十 〇2+2ゼ → 〇一,

主 な 竃 池 材 料 合 成 樹 脂 可 カ ー ボ ン 系 ニ ブ ケ ル,ス テ ン レ ス セ ラ ミ ッ ク ス

峙 徴 ・触 媒 と して必 ず しも貴金属 を必

費 と しない
・腐 食性 が低 い の で,材 料 選 択の

輯 が 広い

・COの 含布累が高い と白金触媒

をいためる
・排熱利川が可能

・COを 含ん でい て もよい

・CO2は 反応 ⊥必 要 で あ り循環

使用 さ れ る
・ニ ッケル系触 媒 が使用 で きる

・排熱 利用 が 可能

・COを 含んでいてもよい
・高温のため特に触媒を用い る必

要がない
・排熱利用が可能

内 部 改 質 寧 不 可 不 可 可 可

シ ス テ ム 発 電 効 率 ～60%(純 水 素使用) 35～45% 45～55% 50%以 上

率 燃料の改質 を電池容器内で行わせること



開 発 で あ り,そ れ まで の 燃 料 電 池 の研 究 が,

電 気 化 学 の 実 験 室 的 研 究 で あ っ た の に 対 し,

べ 一 コ ンは 水 素 酸 素 燃 料 電 池 の 実 用 化 をめ ざ

し て,系 統 的 で 技術 的 な研 究 を行 っ た とさ れ

て い る。

や が て,1960年 代 の宇 宙 開 発 時 代 を迎 えて,

燃 料 電 池 は 他 の 電 源 に 比 べ て,長 時 間 使 用 の

場 合 の 重 量 が 小 さ く,回 転 部 分 が な い ため ジ

ャ イ ロ作 用 が な く,発 電 の結 果 生 成 す る純 水

が 搭 乗 員 の 飲 料 水 に な る な どの 理 由 か ら,人

工 衛 星 に 必 要 な小 型 電 源 と して,特 に 有 人宇

宙 船 の 電 源 と して 使 用 さ れ る よ うに な っ た。

1965年 に 米 国 の 有 人 宇 宙船 ジ ェ ミニ に,ゼ

ネ ラ ル エ レ ク ト リッ ク(GE)社 が 開 発 した

固体 高 分 子 電 解 質 を用 い た 燃 料 電 池 が 搭二載 さ

れ た。

一 方
,ア ル カ リ型 は,先 の べ 一 コ ンか ら特

許 を 取得 した 米 国 の ユ ナ イ テ ッ ド航 空 機 会 社

の プ ラ ッ トア ン ドホ イ ッ トニ ー 航 空 機 事 業 部

が 開 発 を進 め,ア ポ ロ計 画 の 宇 宙 船 の 電 源 に

採 用 され た。

こ う し て,燃 料 電 池 は 米 国 で宇 宙 用 電 源 と

して 実 用 化 さ れ,燃 料 電 池 の 存 在 と可 能 性 を

広 く印 象 づ け た とい え よ う。

そ して,1967年 米 国 の ガ ス会 社 が 中心 と な

り,TARGET(TeamtoAdvanced

ResearchforGasEnergyTransformation

Inc.)計 画 を作 り,天 然 ガ ス を 燃料 と した オ ン

サ イ ト用 リ ン 酸 型 燃 料 電 池 の 開 発 に 着 手 し

た 。

TARGET計 画 はGRI(GasResearch

Institute)に 発 展 的 に 引 き継 が れ た。

一 方
,電 気 事 業 用 を 目指 した 開 発 計 画 と し

てFCG(FuelCellGenerator)-1計 画 を

発 足 させ,電 気 事 業 用 燃 料 電 池 発 電 所 の 開 発

が 進 め られ た 。

わ が 国 に お い て は,昭 和49年,サ ン シ ャ イ

ン計 画 の水 素 利 用 技 術 の一 環 と して ア ル カ リ

型 燃 料 電 池 の 開 発 が 取 り上 げ られ,第 一 次 石

油 危 機 が さ ら に拍 車 を か け,昭 和56年 に ム ー

ン ラ イ ト計 画 で 燃料 電 池発 電 技 術 の研 究 開発

プ ロ ジ ェ ク トが 開 始 さ れ積 極 的 な 開 発 が 進 め

られ る よ うに な っ た 。

こ れ らの 計 画 が今 日の 実 用 間 近 か に あ る リ

ン酸 型 燃料 電 池 シス テ ム の 大 きな 基礎 を築 い

た と もい え よ う。

さ て,液 体 の電 解 質 を 利 用 した 燃 料 電 池 に

対 して,SOFCは 固体 科 学 の 発 展 とい う も

う ひ とつ の 要 素 を必 要 と した 。

固 体 の 中 に 約10-1～10-3S/cm程 度 と 比 較

的 高 い イ オ ン導 電率 を もつ 物 質 が あ り,こ れ

ら を特 に 固 体 電 解 質 と呼 ん で い る。 ジ ル コニ

ア(ZrO2)に2価 あ る い は3価 の 金 属 酸 化 物

を 固 溶 して 得 られ る い わ ゆ る安 定 化 ジ ル コニ

ア は,1000℃ 以上 の 高 温 に な る と酸 化 物 イ オ

ン(02-)導 電 性 を顕 著 に 示 す よ うに な る 。 こ

の よ うな 固体 電 解 質 の02一 イ オ ン導 電 性 は,

約1世 紀 前 の1899年 に ネ ル ン ス トに よ っ て,

イ ッ ト リア(Y203)を 固 溶 して結 晶 を安 定 化

した ジ ル コ ニ ア に 見 出 され,そ の 後 カ ル シア

(CaO),イ ッ テ ル ビア(Yb203)等 に よ る固

溶 体 に も認 め られ て い る。 現 在,燃 料 電 池 を

組 む こ とが で き る 固体 電解 質 は様 々 あ るが8

～10mol%程 度 の イ ッ ト リア(Y203)を ジル

コ ニ ア(ZrO2)に 固溶 させ た イ ッ トリア安 定

化 ジル コニ ア(YSZ)が 用 い られ る こ とが

多 い 。

ネ ル ン ス トの 発 見 以 来,幾 つ か の 先 駆 的 研

究 を経 て,西 独 の ブ ラ ウ ン ボベ リウ ン トシ イ

エ 社(BBC社),フ ラ ン ク フ ル トバ テ ル研 究
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所,米 国ウエスティングハ ウス社(WH社)

などで,他 の燃料電池 と同様に平板状の電池

を作 り積層 しようという試みがなされ,平 板

または円板状をした燃料電池が開発 された。

しか し,こ れ らは現在の平板型セルの抱える

課題 と同じく,電 解質板の脆弱さ,端 部にお

けるガスシールの困難 さ,直 列接続の困難さ

等か ら,実 用化には至 らなかった。

その後に開発 されたのは,BBC社 のテー

パ円筒型,半 円筒型,そ して円筒型の源流 と

もいわれ るWH社 のベ ルスピゴッ ト型 であ

る。 しか し,こ れ らの形態ではジルコニアの

脆弱性の克服困難や単セル接続のための各セ

ルのセラ ミック加工精度の高度 さによるコス

ト等から実用化 にはならなか った。その問題

点は,支 持管方式 をもたらし,WH社 は多数

のセルを直列に接続するいわゆる円筒横縞型

セルへ と展開させたが,イ ンター コネクタの

長時間の耐久性などが問題 となることがわか

った。1980年 代に入 り,WH社 において,現

在最 も完成度が高い といわれている円筒縦縞

型が登場する。このセルは,1987年 から88年

にかけて東京ガス,大 阪ガスによる3kWモ ジ

ュールの試験が行われ,さ らに今年,関 西電

力,東 京ガスおよび大阪ガスにより25kW級(2

モジュール方式)が 実証運転されるまで発展

している。

西独では,ド ルニエ社が高温水蒸気の電気

分解 を固体電解質を利用 して行 う計画(HOT

ELLY)を1975年 に開始 した。

また,ア ライ ドシグナルエアロスペース社

では,出 力密度の向上 を目的 として,ア ルゴ

ンヌ国立研究所(ANL)の 技術 を継承 して

一体型(モ ノリシック型)セ ルの開発 を,さ

らにセラマテック社,ジ ーテック社では,平

板型セルの開発 を行 っている。

わが国においては,電 子技術総合研究所(電

総研)が,1972年(昭 和47年)の 石油ショッ

クを機に発足 したサ ンシャイン計画におい

て,水 素エネルギーの有効利用に関連 して研

究 を開始し,1981年(昭 和56年)に ムーンラ

イ ト計画に移って今 日に至っている。この間,

円筒型セルの製作方法,発 電システムの開発

などの研究 を進めてお り,国 内各社への技術

移転等を含め,わ が国の開発の指導的な役割

を果 たしている。昭和62年 に入 り,化 学技術

研究所(化 技研)が ムーンライ ト計画に参加

し,平 板型セルの開発を行っている。大学に

おいては,1960年 代から始め られ,当 初はジ

ルコニアに代わる新 しい固体電解質を見出す

ことを主要 な研究課題 としていたが,1980年

代には,セ ル開発を指向した研究が開始され,

1986年 には文部省科学研究補助金重点領域研

究 「エネルギー変換 と高効率利用」の研究課

題 としてSOFCが 取 り上げられ現在に至っ

ている。

民間においては,昭 和60年 頃から関心が高

まり研究開発が行われるようになった。東京

電力/三 菱重工 グループの円筒横縞型セルの

試作や東燃,三 洋電機の平板型セルなどが独

自に開発が進め られた。

現在,東 京電力/電 源開発/三 菱重工のグ

ループが円筒型セルでlkW発 電に成功 し,東

燃では平板型で,200Wの 出力を達成 してい

る。

平成元年度には,新 エネルギー ・産業技術

総合開発機構(NEDO)が ムーンライ ト計

画の一環 として,数 百W級 のスタック開発を

目指 した要素技術の開発 と発電システムの研

究 を5社 ・1研 究所に委託 し,開 始した。
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3.SOFCの 技 術 開 発 状 況

国内外の技術開発のレベルは,米 国のWH

社の円筒型セルに よる25kWが 最 も進 んでお

り,わ が国のkW級 セルがそれに続いている。

3.1わ が国における開発状況

1)ム ーンライ ト計画における技術開発

燃料電池発電技術の研究開発プロジェクト

は,昭 和56年 に始め られたムー ンライ ト計画

に取 り上げ られ,積 極的な開発が進め られる

ようになった。 このプロジェクトでは,リ ン

酸型,溶 融炭酸塩型および固体電解質型燃料

電池を中心に進め られている。ムー ンライ ト

計画のスケジュールを表25)に 示す。

表2ム ー ン ライ ト計画 に よ る研 究 開発 ス ケ ジュー ル

型式 年度 56 575859 60 61 62 63 元2 3 4 5 6 7

要素技術

設計 ・製作 ・運転

設 計 ・製作 ・運 転

100酬 級 1000囮W級

r/

100DkW級

柳 舞 旨
K////// /// /////

20

要 素技術

)kW級

要素拉術
//ノ
1。縮//千///f///F

リ ン酸 型 燃料 電 池

1000}W級発電ンラント

オ ン サ イ ト 型

溶融炭酸塩型燃料電池

固体電解質型燃料電 池

アル カ リ型燃 料電池

トータル ・システ ム

1 //////////X////////////////// /// /// /// //入

i朦 素技術1数 百トV級ll 1'
1＼ γ///////

陵轍 術 薮齪級

臣2部 はNEDOカ' 開発を担当

1

区ラ///り/
「1 1

昭和56年 度よ り電子技術総合研究所で円筒

型セルの開発が行 われ,昭 和62年 度より化学

技術研究所で平板型セルの開発が行われてい

る。

NEDOは,こ のムーンライ ト計画の一環

として,SOFCの 大型化の可能性などの見

極めを行い,今 後の本格的な研究開発の推進

に資することを目標 として,平 成元年度か ら

平成3年 度で数百W級 のスタックの開発 を目

指している7)。研究テーマは,① セラミックセ

パレー タ技術(高 電子伝導性を持つセパ レー

タの開発),② 合金セパレー タ技術(セ ラ ミッ

クスとの熱整合性のある金属セパレー タの開

発),③ 共焼結技術(燃 料ガスのシール及び各

電池構成材料の電気的接触 を同時に満足す る

共焼成技術の開発),④ コンポジッ ト電極技術

(ガス反応に最適な構成を持つ高性能 ・高信

頼性のある電極の開発),⑤ 溶射法等による加

工技術(溶 射法等によるセルの各構成要素の

溶射被膜製造技術の開発),⑥ 発電システムの

研究(種 々の電池形式について研究開発課題

の抽出 ・整理,シ ステム構成の検討,概 念設

計等)で ある7)。

研究開発の実施体制を図2に 示す。

2)国 内各研究機関による開発状況

イ.電 子技術総合研究所(電 総研)

既に述べたように,電 総研のSOFCの 研

究開発は,昭 和47年 のオイルシ ョックを機 に

発足した昭和49年 度のサンシャイン計画にお

いて水素エネルギーの有効利用に関連 して開

始 され,昭 和56年 度からのムーンライト計画

に移 り今 日に至っている。電総研では,円 筒
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(要 素技術 の研究)

(平 板型セルの研究)

電子技術総合研究所

化学技術研究所

(セ ラミックセパレータ技術の研究)富 士電機総 合研 究所

(合金一・… レータ技術の研究)一{i璽 旬

(共 焼結技術の研究)

(コ ンボ ジヅ ト電極技術の研究)

村田製作所

三洋電機

㈱ 法等加工技術の研究)一{i亟 画

(発 電 システ ムの研究) エネル ギー総合工学研 究所

図2ム ー ン ライ ト計 画 にお け るSOFC研 究開 発実 施体 制

型 を基 本 に 開 発 を 進 め て お り,昭 和61年 度 に

は500W発 電 実 験 に お い て,空 気 流 量11002/

min,水 素 流 量192e/minの 条 件 で,セ ル電 圧

0.76V,電 流 密 度63mA/cm2と な り,1207Wが

得 られ た18)・19)。発 電 装 置 は,ス タ ッ ク を48本 並

列 接 続 した も の で,単 管 電 池 は発 電 区 間24mm,

接 続 区 間12mm,15素 子 直列 型 電 池 で,主 な構i

成 材 料 は,次 の とお りで あ る18)。

燃 料 極:NiO/NiO+Ysz

電 解 質:8mol%YSZ

空 気 極 二LaCoO,

電 池 断 面 図 は,5.1の1)参 照 の こ と。

ロ.化 学 技術 研 究 所(化 技 研)

化 技研 は,昭 和62年 度 よ り,ム ー ン ラ イ ト

計 画 に 参 加 し,平 板 型 セ ル の 開 発 を行 って お

り,燃 料 極,空 気 極 と電 解 質 を一 緒 に し た三

層 一体 化 の研 究 を行 って い る5)。

ハ .大 学

大 学 で は 既 述 した よ うに,ジ ル コニ ア,ペ

ロ ブ ス カ イ ト等 の 固 体 化 学 の 基 礎 研 究 が 積 極

的 に進 め られ て お り,世 界 の トップ ク ラ ス に

あ る と言 え る。 現 在 は,室 蘭 工 業 大 学,東 京

大 学,東 京 工 業 大 学,横 浜 国 立 大 学,名 古 屋

大 学,鳥 取 大 学,三 重 大 学,京 都 大 学,九 州

大 学 な どで 研 究 が 進 め られ て い る8)。

二 .ユ ー ザ ー お よび メー カー-6・12・13・14)

ムー ン ラ イ ト計 画 に お け るNEDOを 中心

と した グル ー プ の他,現 在 研 究 開発 を積 極 的

に行 って い る の は,次 の とお りで あ る。

東 京 電 力/三 菱 重 工 業 は,昭 和61年 よ り共

同研 究 を 開始 し,63年 度 ま で に 円 筒 横 縞 型 セ

ル を開 発 し,そ の 性 能 は,35W/本(発 電 区

間32cm),200mA/cm2時 セ ル 電 圧0.78V,燃 料

利 用 率58%で あ っ た。 平 成 元 年 度 に は 電 源 開

発 を加 え た3社 で モ ジ ュ ー ル 化 技 術 に 取 組

み,最 大 出 力約1.3kWを 達 成 して い る。

ま た,東 京 電 力,中 部 電 力,関 西 電 力,J

FCC(フ ァ イ ン セ ラ ミ ッ クス セ ン ター)の

グル ー プ で も,電 池構 成,材 料,薄 膜 の 形 成

法 な どの 基 礎 分 野 の研 究 を行 って い る。'

東 京 ガ ス と大 阪 ガ ス で は,昭 和62年11月 よ

り米 国WH社 か ら3kW実 験 機 を購 入 し,両 社

と もに延べ4000時 間 を越 え る(大 阪 ガ ス は ジ ェ

ネ レー タを#1～#2に 交換)運 転 を行 っ てい る。
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さらに,関 西電力,東 京ガス,大 阪ガスで

は共同で,WH社 か ら25kW級 発電システムを

導入し,運 転実証試験 を計画 している。その

現地試験は本年秋か ら1年 間,関 西電力六甲

アイラン ド実験場 において実施予定である。

石油精製大手の東燃でも,平板型で200Wス

タックを実証 している。

その他,九 州電力,東 邦ガス,電 中研,石

川島播磨重工業,東 芝,三 井造船,小 野田セ

メン トなどで研究開発を行っている。

3.2海 外における技術開発状況

1)米 国

米国では,WH社 の30年 以上の開発努力に

代表され るように,長 期的視点からSOFC

の技術開発が進め られてお り,技 術的には世

界で最 も先行 していることは,こ れまで述べ

たとお りである。開発体制は,米 国エネルギ

ー省(DOE) ,米 国国防省(DOD),電 力

研究所(EPRI),ガ ス研究所(GRI)等

か らの資金援助のもとに,ア ルゴンヌ国立研

究所(ANL),WH社,セ ラマテック社,ジ

ーテック社,お よびアライ ドシグナルエアロ

スペース社等で試験研究が実施されてお り,

基礎的な研究は一部大学でも行われている。

開発体制の概要 を図3に 示す。

DOD DOE EPRI GRI

/1 ＼ ノ

ANL
一体型

,材 料

COMBUSIONENG
一 体 型

尉ESτlNGHOUSE

円 筒 型

ALUED-Sl(剤AL
一 体 型

CERA鯖A正C

平板 型

ZTEK
一 体型

図3米 国におけるSOFC研 究体制

WH社 は,1962年 末か ら1970年 にかけて,

米国内務省石炭局 との契約により石炭利用の

高温 固体 電解質 型燃料 電池の 開発の ため

ProjectFuelCe11と 称する研究開発を行い,

ベルスピゴッ ト型 と呼ばれる燃料電池 を開発

した。その後,先 に述べたような経緯 を経て,

現在最 も進んでいると言われている円筒縦縞

型セルへ開発が進め られていった。最近のW

H社 での開発概要 を表3に 示す20)。

アルゴンヌ国立研究所(ANL)は,DO

Dの 支 援 に よ り,1983年 よ り一 体 型(モ ノ リ

シ ッ ク型)と 呼 ば れ る新 しい タ イ プ のSOF

Cを 提 案 し て い る。

ア ライ ドシ グ ナ ル エ ア ロス ペ ー ス社 で は,

ANLが 提 案 した モ ノ リ シ ッ ク型 の 開 発 を行

っ て い る。

ま た,セ ラマ テ ッ ク社 で は,GRIの 支 援

に よ り平 板 型 の開 発 を行 っ て い る。

ジー テ ッ ク社 で は,EPRIの 支 援 に よ り,

平 板 型 の 開 発 を行 っ て い る。
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表3WH社SOFC開 発 の概 要

Event AchievedCo皿mit七ed

15Wat七Ce11

3CellI」ifeTes七(9000hr)

24CellBundleTes七(2000hr)

5kWGenera七 〇r

Direc七Utiliza七ionofNa七uralGas

Na七ura1GasFueledM。dule(GRI)

Mu1七i-kWModule(DOE)

Sys七emExperimentalUni七s:

TVA

OsakaGas

TokyoGas

KansaiElec七ricPowelrCo.,

TokyoGas,andOsakaGas

1981

1983

1985

1986

1988

1989

1986

1987

1987

1990

1990

2)欧 州

欧州 に お い て は,1899年1こ ネ ル ン ス トに よ

る安 定 化 ジ ル コニ ア の 酸 化 物 イ オ ン 導 電 性 の

報 告 後,フ ラ ン ク フ ル トバ テ ル 研 究 所,BB

C社 で行 わ れ て き た研 究 成 果 が,西 独 ドル ニ

エ 社 に 継 承 さ れ て 研 究 開 発 が 進 め られ て い る

が,近 年CEC(CommissionofEuropean

Communities)の 下 に,ド ル ニ エ 社,GEC,

ジー・・メ ン ス社 等 の9機 関 で 研 究 が 進 め られ る

よ うに な り,活 発 化 して い る15'16)。

CECで は,1987年 か ら2年 間 の 計 画 で,

2つ の 新 型50Wマ ル チ チ ャ ン ネ ル ハ ニ カ ム 型

SOFCと3つ の 平 板 型(100W想 定)SOF

C等 の 開発 が 開 始 され て い る15・16)。

以 下 の 目標 が 設定 され て い る16)。

・2×1kWSOFCユ ニ ッ ト(1992)

・10r2×20kWSOFC(1995)

・200kWeコ ジ ェ ネ レー シ ョ ンユ ニ ッ ト

(1997)

さ ら に,現 在 進 行 して い るCECの プ ロ グ

ラ ム(1989～1992)で は,次 の こ と を含 ん で

い る16)。

・金属 バ イ ポー ラプ レー トの 平 板 型 セ ル1

kWス タ ッ ク(ジ ー メ ン ス)

・改 良 型 円筒 の1kWSOFC(ABB)

・セ ラ ミ ッ クバ イ ポー ラ板 の100W平 板 型S

OFC(イ ンペ リア ル カ レ ッ ジ)

西 独 で は,1975年 よ りHOTELLY計

画 と呼 ば れ るプ ロ ジ ェ ク トが ドル ニ エ 社 等 に

よ り開始 され,高 温 水 蒸 気 の 電 気 分 解 シ ス テ

ム を 目指 して 研 究 が 進 め られ て い る。これ は,

SOFCの 逆 プ ロ セ ス で あ る が,SOFC開

発 も こ の プ ロ ジ ェ ク トの 一 環 と して 取 り上 げ

られ て い る17)。

その 他,ノ ル ウ ェー,ス ウ ェ ー デ ン,ス イ

ス な ど で も研 究 が 進 め られ て い る。

4.SOFCの 原 理 と特 徴3・22)

SOFCは,「 まえが き」で も述べたように

①発電効率が約60%と 高い。②排熱温度が高
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く,効 率的な利用が可能。③石炭ガス,LN

G等 の各種の燃料が利用できる。④電池材料

がすべて固体(主 としてセラミックス)で あ

り,長 期耐久性,安 定性に優iれている。⑤ さ

らに内部改質型(燃 料電池本体内で,燃 料改

質を行 う方法)が 期待できる。一などの特徴

を有 している。

SOFCの 構成は,他の燃料電池 と同様に,

燃料,電 極1電 解質1電 極,酸 化剤

で示され,燃 料あるいは,酸 化剤のいずれか

がイオン化 して電解質 を流れる必要がある。

燃料 として,水 素ガス,酸 化剤 として酸素

ガスの場合,電 解質内を動 きうるイオンによ

り二つに分けることができる。図4(a)の よう

に水素がイオン化 して電解質を通過するもの

と,(b)の ように酸素がイオン化するものがあ

り,前 者の電解質をプロ トン伝導体 といい,

後者は酸素イオン伝導体であり,代 表的なも

のとして安定化 ジルコニアがある。両者 とも,

電池反応は,

H、+1/20,→H、0

である。

現在開発が進んでいるSOFCに は,ほ と

e/多 孔質電極x㊥

燃料 →

H2

電 解 質

(o)H+一
一
(b)02一

← 酸化剤

02

一
一e一 い

1脚1
電 力

陽 極 陰 極

(o)2H+十1/202十2e-一 ゆH20,H2一 レ2H+十2∈ 「

(b)1/202十2ご 一ゆ02-,02-十H2一 膨H20十2e一

電 池 の 総 反 応 漫+1/202-H20

図4水 素 一 酸 素 燃 料 電 池 の 作 動 原 理 図

ん ど安定化ジルコニア(ZrO2に8mo1%程 度

Y203を 固溶 させ たもの,YSZと 呼ぶ)が 電

解質 として用いられている。水素酸素燃料電

池を組むことができる固体電解質には他にも

種々あるが,物 性,化 学的性質,機 械的性質,

工学的な技術の積み重ねなど種々の理由から

使用 されている。

SOFCの 特徴は,PAFCやMCFCな

ど他の燃料電池と異なり電解質が固体である

ため,電 池本体が液体 を含まず全て固体(主

としてセラ ミックス)で 形成されるというこ

とである。

そのため,電 池構成において,他 の燃料電

池では不可能な様々な形状が可能であり,現

在,円 筒,平 板,一 体型などの全てが固体で

あることの特徴 を活か した様々な電池の構成

方法が提案されている。

5.SOFCの 種 類 と特 徴

5.1形 状における種類

先に述べたように,SOFCの 特徴 として,

他の燃料電池 と異なり液体 を含 まず全て固体

であるため,様 々な形状が可能 となることが

あげられる。 しか し,電 解質をは じめ とした

電池主要部が液体 を含む材料や金属に比べ脆

く自己修復性の乏 しいセラミックスになるこ

と,作 動温度が高温であるため使用できる金

属材料に制限があること,高 温で酸素 と燃料

を分離 してお く有効なシー リング材がないこ

となど種々の制約 も存在 している。これ らの

制約条件の基に,電 解質や電極 を如何に薄 く

し,し か も安定に支持す るか等 とい うことを

中心に,3,4章 で述べたように種々の形式

が提案開発されてきた。現在研究 されている

SOFCの 分類 を図5に 示す9)。
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FUEしCELI.

(凹CFC}

SOt!DOX!D∈
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●
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図5SOFCの 形状 に よ る分 類

!)円 筒 型(tubular)セ ル

素 子 構 造 が ほ ぼ 確 立 し,製 作 技 術 や ス タ ッ

クの 技 術 が 最 も進 ん で い る。 これ らの セ ル の

特 徴 は 強 度 の あ る 円 筒 型 に し,支 持 管 を用 い

る こ とで,セ ラ ミ ッ ク スの 脆 弱 性 を緩 和 し た

こ と等 に あ り,さ らにWH社 の 縦 縞 型 で は シ

ー ル レ ス構 造 を可 能 と し た こ とに あ る
。

代 表 的 な 円 筒 横 縞 型 セ ル と円 筒 縦 縞 型 セ ル

の例 を そ れ ぞ れ 図623),図72i)に 示 す 。

2)平 板 型(planar)セ ル

平板型セルの開発は,2章 でみてきたよう

に円筒型 より古 く,SOFC開 発の初期の段

階では他の形式 と同様平板状であった。 しか

し,セ ラ ミックス技術の未熟 さと平板周辺部

でのガスシール,熱 膨張の吸収問題が解決で

きず開発は中断 されていた1)。近年,セ ラ ミ

ックス技術の急速な進展のため,再 び研究さ

れ始めている。 この形状の特徴は,高 出力密

度,大 型化お よび低 コス ト化 と言われてい

る。平板型セルの例を図89)に 示す。

po「oustube

ftiet90S

lH21

0iL
ウ

lo2}

solidelec曾r◎1雪e
σ;re1ectrode

powerlead

＼

響
＼

図6円 筒横 縞 型SOFC(電 総研)
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図8平 板型SOFC

3)一 体 型(monolithic)セ ル

ー 体 型 セ ル の代 表 的 な もの は
,米 国 の ア ル

ゴ ン ヌ 国 立 研 究所(ANL)で 開 発 が 始 ま っ

た セ ル で,現 在 ア ラ イ ドシ グナ ル エ ア ロ スペ

ー ス社 で も開 発 を行 っ て い る。 この セ ル は,

各 構 成 材 料 を積 層 して か ら最 後 に 焼 結 す る も

の で あ る。 こ の 形 状 に は2種 類 あ り,燃 料 と

空気 を直交に流す もの と燃料 と空気 を並行 に

流す もの とがある(図9)24)。

特徴は,小 型セルではあるが超高出力が得

られることがあげられる。

その他 にハニカム型 といわれるものもある

が割愛 させていただ く。
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5.2製 造技術

1)材 料

現在各構成材料には,固 体電解質 としては

イットリア安定化 ジルコニア(YSZ),燃 料

極 としてはニッケルジルコニアサー メッ ト,

空気極では,ア ルカ リ土類を ドープ したラン

タンマンガナイ トが用いられることが多い。

電池の最 も基本的な構成要素である電解質

を何にす るかが燃料電池の材料選択のスター

トとも言える。他の材料は電解質に合わせて

選択され。安定化 ジル コニアの使用 を前提に

すると,電 極,イ ンター コネクタ,支 持材料

は全て① ジルコニアと反応 しないこと,② ジ

ルコニアと熱膨張率が合っていることなどが

必要条件になって くる。

イ.固 体電解質

固体電解質は,酸 素イオンに対 し導電性 を

示 し,電 子,ガ スの移動 を妨げる高温で安定

な材料であることで,次 のような特性が要求

される4)。

① イオン導電率が大 きいこと。

② イオン輸率が1に 近 く,ほ とんど電子導
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電性 を示さないこと。

③高温で,物 理的に も化学的にも安定で耐

久性のあること。

④ガスを透過 しないこと。

⑤資源的に豊富で安価なこと。

その諸条件をかな りよく満足 して,現 在開

発が進められているSOFCの 電解質には,

ほ とんどイットリア安定化 ジル コニア(YS

Z)が 用いられ ることは既に述べたが,他 の

酸化物イオン導電性 固体電解質,例 えばYS

Zよ り高い導電率 を示す酸化 ビスマス固溶体

や酸化セ リウム固溶体,ま たYSZよ り機械

的強度 に優 る部分安定化 ジル コニア(2～3

mol%程 度 のY203な どをZrO2に 固溶 させ

たもの,PSZと いう)な ども研究 されてお

り,さ らにプロ トン導電性固体電解質 を用い

た基礎研究 も進められている。

ロ.電 極

電極材料 としては,次 のような特性が要求

される4)。

①大 きな電子導電率 のあること。

②使用雰囲気中で安定な物質であること。

③電解質 と反応 しない物質であること。

④電解質 と熱膨張率がほぼ等 しいこと。

⑤資源的に豊富で,価 格の安いこと。

燃料極は,電 解質を拡散 して きた酸素イオ

ンを電解質 との界面で燃料 と反応 させ,電 子

を放出させ るとともに,反 応生成物 を排除す

る役割 を果たす。 このため,導 電率が高 く,

燃料および反応生成物を容易に通過 させるよ

う高い気孔率 を有する必要がある。

現在,ニ ッケルジルコニアサー メッ トが高

温での焼結防止 とYSZの 熱膨張 との整合 を

とるために使用検討されている1)。

空気極は,空 気 中の酸素 を電解質境界など

でイオン化 し,酸 素イオンを効率 よく電解質

へ供給するとともに電子を受け止める役割 を

果たす。

現在,ラ ンタン系ペ ロブスカイ ト型複合酸

化物が研究 されてい る。LaCoO3系 は導電性

が高いが熱膨張率が大 きいので,

La1.xSrxMnO3(X=0.2～0.4)が 使用されて

いる1)。

その他の構成部材,イ ンター コネクタなど

については,割 愛させていただ く。

2)製 造

SOFCは セラミック構造体であるため,

基本的にはセ ラ ミック薄膜技術 を応用 した

種々の方法が適用できると考えられている。

膜は,電 解質などの緻密膜 と電極などの多

孔質膜に分けることができ,そ れぞれの種々

の要求条件 を満たしたものを製造 しなければ

ならない。

また,成 膜法は乾式法 と湿式法に分け られ

る。乾式法には,溶 射法,EVDな どのCV

D法,ス パ ッタリング法などのPVD法 があ

り,現 在はEVD法 や溶射法が代表的なもの

になっている。湿式法には,テ ープキャステ

ィング法,ス リップキャスティング法,押 出

し成型法などがある。

SOFCの 原理的 な構造 は前述 したよう

に,燃 料極,固 体電解質,空 気極のサン ドイ

ッチ型の構造である。 しか し,こ の単電池の

起電力は1V以 下であ り,取 り出せ る電流 も

単位面積当た り数百mA程 度である。従 って,

実用化す るためには,こ の単電池を直列,並

列につないだ集合電池(ス タック)を 構成す

ることが必要 となる。

単電池 をつなぐ部分はインター コネ クタと

よばれてお り,燃 料 と酸素を分離するなどの
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役割をも果たす。

燃料電池開発に当たっては,単 電池の性能

を上げるだけではな く,い かにして集合電池

を構成す るかが重要 な課題 となっている。

おわ りに

ここ数年の間に最近のセラミックス技術開

発の進歩に加えて,地 球環境問題の社会的関

心の高 まり等か ら,固 体電解質型燃料電池が

急激に注目されるようになったが,固 体電解

質型燃料電池は,基 礎研究から開発研究へ移

行 して日が浅いために,ま だ要素技術,シ ス

テム化技術全般にわたり非常に多くの技術開

発課題 を抱えているのが現状である。現在の

技術レベルは,繰 り返 し述べたように,米 国

WH社 の25kW発 電 システムが最 も進 んでお

り,わ が国のkW級 がそれに続いている段階で

ある。 しか し,技 術開発は加速度を増 して急

速確実に進んでお り,今 後の研究開発が大い

に期待 されるところである。

なお,本 稿 をとりまとめるにあた り,関 係

の方々にご協力をいただいた。ここに,紙 面

を借 りて深 く感謝の意 を表する次第である。

(いわき ひでお 主任研究員)
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研究所の うごき
(平成2年4月1日 ～6月30日)

◇ 理事会開催

第31回 理 事会

日 時:6月18日(月)12:00～13:00

場 所:経 団連 会館(9階)906号 室

議 題:

第一号 議案 平 成 元年 度事 業報 告書 お よび

収 支決 算 書(案)に つ いて

◇ 月例研究会

第69回 月例 研 究会

日 時:4月27日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会 館(6階)中 ホー ル

議 題:

1.チ ェル ノブ イ リ事 故 と欧州 労働 組合 の対

応(プ ロジェ ク ト試 験研 究部 部長 副 主

席研 究 員 松井 一秋)

2.原 子 力安 全 問題 の現状 と今 後 の課題

(資源 エネ ル ギー庁 原 子力 発電安 全 管

理課 長 倉 重有 幸氏)

第70回 月例 研 究会

日 時5月25日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会 館(7階)第1会 議 室

議 題:

1.最 近 の電 力 技術 の動 向 につ いて

(資源 エネ ル ギー 庁 公益 事 業部 技術 課

長 並木 徹 氏)

2.CVCFの 現状 と今 後 の課題

(㈱富士 電機 総合 研 究所 電子 機器 開発 本

部 強電電 子 開発部 電 力変換 技 術 第一課 課

長 黒木 一 男氏)

第71回 月例研 究 会

日 時:6月29日(金)14:00～16:00

場 所:霞 会館(9階)ま っ ・た け

議 題:

1.総 合 エ ネル ギー 調査 会 中間報 告総論

一地球規模 のエネルギー新潮流への挑戦一

(資源エ ネ ル ギー 庁 企 画調査 課課 長補

佐 真 田 晃 氏)

2.地 球 環境 時代 の石 炭利 用法 一 開発 途上 国

のエ ネ ルギー 自給 へ の一提 案一(プ ロジ

ェ ク ト試 験 研 究 部 部 長 副 主 席 研 究 員

片 山優 久雄)

◇ 主なできごと

4月5日(木)

9日(月)

5月10日(木)

11日(金)

16日(水)

23日(水)

6月1日(金)

7日(木)

14日(木)

15日(金)

25日(月)

27日(水)

28日(木)

第2回 高プルトニウム利用軽水

炉検討委員会開催

第2回 軽油の低硫黄化に関する

影響調査委員会開催

第3回 高プルトニウム利用軽水

炉検討委貝会開催

第1回 エネルギー需要予測検討

委員会開催

第1回 シミュレーション技術部

会開催

第69回原子力プラント運転の信

頼性に関する研究会開催

第3回 電気自動車の導入とその

社会,経 済,環 境 ・エネルギー

的インパクトに関する研究委員

会開催

第1回 高度負荷集中制御システ

ム検討委貝会開催

第1回 高プルトニウム利用軽水

炉検討委員会準備会開催

第4回 高プルトニウム利用軽水

炉検討委員会開催

第2回 軽油の低硫黄化に関する

影響調査分科会開催

第3回 軽油の低硫黄化に関する

影響調査委員会開催

第1回 火力発電所の大気影響評

価技術実証調査委員会開催

第1回 エネルギー技術データ・

べ一ス体系化法の開発研究 石

炭技術分科会開催

第1回MIBE導 入に関する調

査委員会試験分科会開催

第1回MIBE導 入に関する調

査委員会調査分科会開催
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◇ 人事異動

04月1日 付

(採用)

池 田郁子 研 究 員に任 命

総務 部 に 配属

(昇任)

蓮 池 宏 主 任研 究 員に任 命

05月31日 付

(退任)

プ ロ ジェ ク ト試験 研 究部 主任 研究 員

福 田勇三(出 向解 除)

06月1日 付

(採用)

佐藤 富 男 主 任研 究 員 に任 命

プ ロ ジェ ク ト試験研 究部 に 配属

蛭沢 重信 主任研 究 員に任 命

プ ロ ジェ ク ト試験研 究部 に 配属

06月28日 付

(退任)

プ ロ ジェ ク ト試験 研 究部 主任 研 究員

岸 孝 雄(出 向解 除)

06月29日 付

(採用)

磯 修 主任研 究 貝 に任 命

プ ロ ジェ ク ト試験研 究部 に配属

松葉 明 主任 研究 員 に任命

プ ロ ジェ ク ト試験 研究 部 に配属

06月30日 付

(退任)

プ ロジェ ク ト試 験研 究部 主 管研 究員

中野 重夫(出 向解 除)

◇ その他

海 外 出張

(1)黒 沢厚 志研 究員 は,高 度 計算 システ ムに関

す る海 外調 査 の た め,5月5日 か ら5月12日

の 問,ア メ リカへ 出張 した。

(2)松 井 一 秋副 主席 研究 員 は,中 小 型炉専 門家

会議 出席 の ため,6月23日 か ら7月1日 の間,

フ ラ ンスへ 出張 した。

〔訂正 〕

先 の第13巻1号 誌 「研 究所 の うご き」の 外 国

出張欄 第2項 を下記 の通 り訂 正致 します。

(2)東 京大 学 名誉教 授三 島 良績 氏は,AAAS

AnnualMeetingに 出席 ・招 待 講演 の ため,2

月13日 か ら2月20日 の 間 ア メ リカへ 出 張 し

た。
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